
第３期 渋川市耐震改修促進計画

計画年度 ：令 和４年度～令和１３年度

渋 川 市





《はじめに》

背景と経過・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

（１） 背景・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

（２） 経過・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

《第１章 計画の概要》

１－１ 計画の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

１－２ 位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

１－３ 計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

１－４ 対象区域及び対象建築物・・・・・・・・・・・・・・・・・・４

《第２章 想定する地震の規模と被害の状況》

２－１ 群馬県内の過去の地震被害・・・・・・・・・・・・・・・・・６

２－２ 群馬県の新たな地震・被害想定・・・・・・・・・・・・・・・８

２－３ 渋川市の地震被害想定・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

《第３章 住宅・建築物の耐震化の現状と目標》

３－１ 耐震化の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（１） 全国の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（２） 群馬県の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

（３） 本市の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

３－２ 耐震化の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

（１） 国の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

（２） 群馬県の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０

（３） 本市の目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

《第４章 耐震化を促進するための取組》

４－１ 基本的な取組方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７

（１） 住宅・建築物所有者の役割・・・・・・・・・・・・・・・・２７

（２） 市の役割・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２７

４－２ 重点的に耐震化に取り組む住宅・建築物・・・・・・・・・・２８

４－３ 避難路の指定及び沿道建築物等・・・・・・・・・・・・・・２９

（１） 通行障害建築物等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９

（２） 避難路の指定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３１



《第５章 耐震改修の促進を図るための施策》

５－１ 耐震診断、耐震改修費用の支援・・・・・・・・・・・・・・・・３３

（１） 木造住宅への支援・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３４

（２） 他の事業と連携した取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３６

（３） 要緊急安全確認大規模建築物への支援・・・・・・・・・・・・・３８

（４） 緊急輸送道路等沿道建築物等への支援・・・・・・・・・・・・・３８

５－２ 啓発及び知識の普及に関する施策・・・・・・・・・・・・・・・３９

（１） 防災意識の普及啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９

（２） 自治会等地域活動での啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・４０

（３） 住宅リフォームに合わせた耐震改修の誘導・・・・・・・・・・・４０

５－３ 耐震化促進のための環境整備・・・・・・・・・・・・・・・・・４１

（１） 安心して相談できる環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・４１

（２） 耐震化の普及に向けた技術者の育成・・・・・・・・・・・・・・４１

（３） 耐震化の円滑な推進のための措置・・・・・・・・・・・・・・・４１

５－４ 総合的な安全対策に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・４２

（１） ブロック塀等の安全対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４２

（２） 屋根瓦、窓ガラス、天井、外壁等の非構造部材の脱落防止対策・・４２

（３） エレベーターの閉じ込め防止対策・・・・・・・・・・・・・・・４３

（４） 給湯設備、家具等の転倒防止対策・・・・・・・・・・・・・・・４３

（５） がけ崩れ等による建築物の被害の軽減対策・・・・・・・・・・・４３

（６） 長周期地震動対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３

《第６章 耐震改修を促進するための指導や命令等》

６－１ 耐震改修促進法に基づく耐震診断及び耐震改修の指導・助言

等の実施・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４

（１） 対象建築物・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４４

（２） 指導・助言・指示・公表・命令の流れ・・・・・・・・・・・・・４５

《第７章 その他耐震改修等を促進するための事項》

７－１ 国及び群馬県との連携に関する事項・・・・・・・・・・・・・・４７

７－２ 計画の進行と管理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７

７－３ 推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４７

資料編

資料－１ 特定建築物の一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４８

資料－２ 関係法令等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５０



1

《はじめに》

〈背景と経過〉

（１） 背景

ア 耐震改修促進法について

平成７年の阪神・淡路大震災では、地震により６，４３４人の尊い命が奪われ、約

２５万棟に及ぶ住宅・建築物の倒壊等甚大な被害をもたらしました。この教訓を踏ま

えて国は、平成７年１０月に建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第

１２３号）（以下「耐震改修促進法」という。）を制定し、建築物の耐震化に取り組ん

できました。

しかし、平成１６年の新潟県中越地震、平成２０年の岩手・宮城県内陸地震、平成

２８年の熊本地震、平成３０年の北海道胆振東部地震など大地震が頻発し、特に平成

２３年の東日本大震災は、これまでの想定をはるかに超える巨大な地震・津波により、

一度の災害で戦後最大の人命が失われるなど、甚大な被害をもたらしました。この地

震は、津波による沿岸部の被害が圧倒的でありましたが、内陸においても建築物に大

きな被害が発生しています。さらに、平成３０年の大阪府北部を震源とする地震にお

いては塀の崩壊による被害が発生しました。

このように、日本国内において大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況に

あります。また、南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震及び首都直下

型地震については、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震が発生すると被害は甚大

なものになると想定されており、特に、南海トラフ地震については、東日本大震災を

上回る被害が想定されています。

耐震改修促進法は、こうした大規模な地震による建築物の倒壊等の被害から国民の

生命、身体及び財産を保護するため、建築物の耐震に対する安全性の向上を図り、建

築物の耐震改修の促進を行うことを目的として制定されたものです。

イ 建築物の耐震改修について

建築物の耐震改修は、建築物の耐震化緊急対策方針（平成１７年９月中央防災会議

決定）において、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊急課題」とされると

ともに、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和３年５月中央防災会議決定）に

おいて、１０年後に死者数をおおむね８割、建築物の全倒壊数をおおむね５割、被害

想定から減少させるという目標達成のため、重点的に取り組むべきものとされていま

す。また、首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成２７年３月閣議決定）において

は、１０年後に死者数及び建築物の全倒壊数を被害想定から半減させるという目標達

成のため、あらゆる対策の大前提として強力に推進すべきものとされています。特に、

切迫性の高い地震については発生までの時間が限られていることから、効果的かつ効

率的に建築物の耐震改修等を実施することが求められています。



2

（２）経過

ア 耐震改修促進法の改正

建築物の地震対策が緊急の課題とされるなか、中央防災会議による「地震防災戦略」

（平成１７年３月）を踏まえ、国は平成１７年に耐震改修促進法を改正、さらに平成

１８年に基本方針を定め、その後の平成２３年に発生した東日本大震災などを背景に、

平成２５年には市町村耐震改修促進計画に関する規定の新設、要緊急安全確認大規模

建築物等の耐震診断結果の報告を義務付けるなど、大幅な改正を行っています。さら

にその後の平成３１年の改正では、地震によるブロック塀の倒壊事故を受け、避難路

沿道上の一定規模以上のブロック塀等について、建物と同様に耐震診断の実施及び診

断結果の報告を義務付けることができるようになりました。

イ 群馬県耐震改修促進計画

耐震改修促進法に基づき、群馬県（以下「県」という。）では、平成１８年度に「群

馬県耐震改修促進計画（計画期間１０年）」、平成２８年度に「群馬県耐震改修促進計

画（２０１６－２０２０）（計画期間５年）」、令和３年度に「群馬県耐震改修促進計画

（２０２１－２０２５）（計画期間５年）」を策定しました。

この中で、令和７年度までに住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化について、

耐震化率をそれぞれ９５％とすることを目標に掲げています。また、国の方針により

新たに加えられた耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率を、令和７年度までに９

５％にすることを目標として掲げています。

これらの目標を実現するため、耐震診断が義務付けされた大規模建築物等に対する

支援措置を講じるとともに、建築物の耐震改修促進に向け総合的かつ計画的に取り組

むこととしています。

ウ 渋川市耐震改修促進計画

本市では、国の基本方針や県の計画を踏まえ、平成２０年度に「渋川市耐震改修促

進計画（計画期間８年）」（以下「第１期計画」という。）、平成２８年度に「第２期耐

震改修促進計画（計画期間６年）」（以下「第２期計画」という。）を策定しました。こ

の中で、令和３年度までに住宅及びその他の建築物については、それぞれ耐震化率を

８０％にすることを目標に掲げ、耐震化の促進に取り組んできましたが、目標には至

りませんでした。

近年、全国各地で大規模な地震が頻発しており、また南海トラフ地震や首都直下地

震の切迫性が指摘される中、市民の生命、身体及び財産を守るため、さらなる地震対

策に取り組む必要があります。

そこで、本計画では１０年後の令和１３年度までの目標とする耐震化率を掲げ、国

の方針、県計画及び市の関連計画との整合を図るとともに、これまでの施策の見直し

を行い、より一層の建築物の耐震化に取り組みます。
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《第１章 計画の概要》

〈１－１ 計画の目的〉

本計画は、地震による建築物等の倒壊の被害から市民の生命、身体及び財産を保護し、

都市機能の維持を図ることを目的とします。これに向けて、国の基本方針、県計画等を踏

まえ、県内で想定される地震被害や住宅・建築物の耐震化の現状などを勘案し、具体的な

目標を定めることにより、耐震化の促進や減災化（耐震シェルター等の設置）に取り組み

ます。

また、地震と感染症による複合災害が起こると避難所等での生活が一層困難となるため、

避難せずとも最低限の生活が確保できるよう、住宅の耐震化を促進します。

〈１－２ 位置付け〉

この計画は、耐震改修促進法第６条の規定に基づき策定するもので、国の基本方針に基

づく「群馬県耐震改修促進計画」、「渋川市地域防災計画」、「渋川市国土強靱化地域計画」

などの上位計画や関連計画との整合を図りながら、建築物の耐震化を推進するために必要

な事項を具体的に定めるものです。

図表１－１ 計画の位置付け

国

県

市

・群馬県総合計画

・群馬・県土整備プラン２０２０

　

◎災害対策

基本法
◎地方自治法

◎建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

を図るための基本的な方針

〔平成１８年国土交通省告示１８４号〕

◎建築物の耐震改修の促進に関す

る法律

■群馬県地域防災計画

（群馬県防災会議）

◆ 渋 川 市 耐 震 改 修 促 進 計 画

・住宅・建築物の耐震化の目標

・耐震化を促進するための総合的な取り組み等

・民間建築物の耐震化の支援

・市有建築物の耐震化の促進

◆渋川市地域防災計画

■群馬県耐震改修促進計画

◆渋川市総合計画

◆渋川市公共

施設等総合管

理計画

◎国土強靱化

基本法

■群馬県国土強靱化

地域計画

◆渋川市

国土強靱化地域計画
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〈１－３ 計画期間〉

本計画の計画期間は、令和４年度から令和１３年度までの１０年間とします。

県計画と計画期間が異なりますが、この期間とするのは、現状における国、県の耐震化

率と本市の耐震化率の実情を比較した場合、本市は約２０％程度耐震化率の伸びが低く国

の基本方針や県計画の期間に準じた場合、現実的に達成困難な目標となるため、実現性を

鑑み県計画期間に５年を加えた年数とするものです。

また、社会情勢の変化や耐震改修促進法の改正、関連計画の改定等に的確に対応するた

め、必要がある場合は５年を目処に計画の見直しを行います。

図表１－２ 計画の流れ

〈１－４ 対象区域及び対象建築物〉

本計画の対象区域は、渋川市全域とします。

対象となる建築物は、図表１－３に掲げる住宅及び特定建築物の一部を中心に耐震化を

促進することとします。しかし、耐震改修促進法ではすべての既存耐震不適格建築物（※

１）について耐震化の努力義務が課せられています。そのため、市有建築物においては、

すべての既存耐震不適格建築物の耐震化を促進することとします。

図表１－３ 耐震改修促進計画の中心となる対象建築物

※１ 既存耐震不適格建築物とは、地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命令も

しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）に適合しない建築物で同法第３条第２項

の規定を受けている建築物をいいます。

※２ 特定既存耐震不適格建築物（資料編 表１－１）とは、耐震改修促進法第１４条に定められ

た用途及び規模に該当し、かつ、建築基準法等の耐震関係規定に適合していない既存不適格建

築物をいいます。

民間の
多数の者が利用する建築物

民間事業者等が所有する特定既存耐震不適格建築物
（※2）のうち、不特定多数の者が利用する建築物及び
避難弱者が利用する建築物等（学校、病院、旅館、老
人ホーム等）

市有建築物
市が所有する特定既存耐震不適格建築物、市が所有す
る防災上重要な建築物、市が所有するその他の建築物

耐
震
診
断
義
務
付
け

対
象
建
築
物

戸建住宅、共同住宅

内容

特
定
建
築
物

　　　     　住 　宅

種類

８年間 ６年間 １０年間

第１期計画
平成２０年～平成２７年

第２期計画
平成２８年～令和３年

第３期計画
令和４年～令和１３年（必要に応じて5年を目処に見直し）



5

図表１－４ 対象建築物の全体分類図

図表１－５ 特定建築物の詳細分類図（民間、市有建築物）

※ 赤線で囲われたものは、本計画の中心となる特定建築物を示す。

※ 特定既存耐震不適格建築物及び耐震診断義務付け対象建築物については、資料編 表

１－１ 特定建築物の一覧表を参照

内容 内容

多数の者が利用
する建築物
（法第14条第1号）

学校、体育館、病院、集会場、百
貨店、ホテル、事務所、社会福祉
施設等、その他多数の者が利用す
る建築物で一定規模以上の建築物

多数の者が利用
する建築物

危険物の貯蔵等
（法第14条第2号）

一定数量以上の火薬類、石油類そ
の他の危険物の貯蔵場又は処理場

危険物の貯蔵等

避難路沿道建築
物
（第14条第3号）

県が指定する緊急輸送道路沿道等
の建築物
（※現在、市内に対象建築物はあ
りません）

避難路沿道建築
物

防災拠点である
建築物

種類

要安全確
認計画記
載建築物

（法7条）

特
定
既
存
耐
震
不
適
格
建
築
物
（

法
第
1
4
条
）

・県又は市が指定する沿道建築物
（※現在、市内に対象建築物はあ
りません）

・県が指定する防災拠点建築物

耐
震
診
断
義
務
付
け
対
象
建
築
物
（

附
則
第
3
条
）

種類

・病院、店舗、旅館等の不特定多
数の者が利用する建築物及び学

校、老人ホーム等の避難弱者が利
用する建築物のうち大規模なもの

・一定量以上の危険物を取り扱う
貯蔵場又は処理場のうち大規模な

もの

要緊急安
全確認大
規模建築

物

（附則第3条

第2項）

大
規
模
な
も
の

渋川市内の

建築物

民間建築物

市有建築物

住 宅

特定建築物

特定建築物

その他の建築物

その他の建築物

国・県有建築物

計画の中心となる対象建築物
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《第２章 想定する地震の規模と被害の状況》

〈２－１ 群馬県内の過去の地震被害〉

県内で記録として残る過去に発生した地震で被害の最も大きなものが、昭和６年に発生

した「西埼玉地震」で、死者５人、負傷者５５人を数えるほか、JR 八高線鉄橋が損壊す

るなどの被害が発生しました。

近年では、新潟県中越地震（平成１６年１０月）で負傷者６人、家屋一部損壊１,０５５

棟、さらに平成２３年３月の東日本大震災では、県内でも大きな被害を受け、死者１人、

負傷者４１人、家屋半壊７戸、一部損壊１７，２４６戸を数えています。

また、平成３０年６月の群馬県南部地震（前橋市粕川町を震源とした地震）は、県内を

震源とする地震では、市内で過去最高の震度５弱を赤城町で記録しました。

図表２－１ 群馬県（渋川市付近）の主な地震被害

※「戸」の単位は、住宅の戸数を示す。

（出典 渋川市地域防災計画）

発生年 地震名（震源）
マグニ

チュード
震度 被害状況

1916.2.22

（大正 5 年）

浅間山麓を震源とし

た地震（浅間山麓）
6.2 不明

家屋全壊 7 戸、半壊 3 戸、

一部損壊 109 戸

1923.9.1

（大正 12 年）

関東大震災

（小田原付近）
7.9 前橋 4

負傷者 9 人、家屋全壊 49

戸、半壊 8 戸

1931.9.21

（昭和 6 年）

西埼玉地震

（埼玉県仙元山付近）
6.9

高崎・渋川 6

前橋 5

死者 5 人、負傷者 55 人、

家 屋全壊 166 戸、半 壊

1,769 戸

1964.6.16

（昭和 39 年）
新潟地震（新潟県沖） 7.5 前橋 4 負傷者 1 人

2004.10.23

（平成 16 年）

新潟県中越地震

（新潟県中越）
6.8

高崎・沼田・北橘・片品 5 弱

富士見・赤堀・白沢・昭和 4

負傷者 6 人、

家屋一部損壊 1,055 戸

2007.7.16

（平成 19 年）

新潟県中越沖地震

（新潟県上中越沖） 6.8

渋川・沼田など 4

前橋・高崎など 3

人的被害、家屋被害なし

2011.3.11

（平成 23 年）

東北地方太平洋沖地震

（太平洋三陸沖）、

（東日本大震災）

9.0

桐生 6 弱

渋川・高崎など 5 強

伊勢崎・館林など 5 弱

死者 1 人、負傷者 41 人、

家屋半壊 7 戸、一部損壊

17,246 戸、火災 2 件

2018.6.17

（平成 30 年）

群馬県南部地震

（群馬県前橋市粕川町を

震源とした地震）

6.3

赤城 5 弱

渋川（子持、北橘、伊香保、渋

川、小野上）4

瓦の落下 2 戸
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「群馬県地域防災計画（令和３年３月）」によると、８１８年に関東平野北西部（現在の

群馬県付近）で推定マグニチュード７．５以上の弘仁（こうにん）地震が発生し、歴史書

の「類聚国史」には多くの犠牲者が出たと記載されています。写真１－１のように、赤城

山南麓の数多くの遺跡で、地割れ、噴砂、山崩れ等が生じた痕跡が見つかっており、この

地震による可能性が高いとされています。

写真１－１ 発掘調査で現れた 818 年弘仁地震の最大規模の地割れ

（渋川市半田中原・南原遺跡）

（出典 渋川市教育委員会）

近年県内を震源とする大規模な地震は発生していませんが、市内には過去に大規模な地

震が発生した痕跡があり、今後もこのような地震が発生する可能性があると考えられます。
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〈２－２ 群馬県の新たな地震・被害想定〉

県では、阪神・淡路大震災後に実施した地震被害想定から１５年以上を経過し、また東

日本大震災の大きな被害の経験から、群馬県地震被害想定調査検討委員会により、社会条

件の変化、新たな知見、技術の進歩等を踏まえ「群馬県地震被害想定調査」（平成２４年

6 月）の見直しを行いました。

県の地震被害想定では、関東平野北西縁断層帯主部、太田断層、片品川左岸断層による

地震が発生した場合を想定し、その時の風速や発生時間によって建物の被害や火災の状況、

死傷者数、避難者数などが示されています。

図表２－２ 群馬県の地震被害想定

※その他：急傾斜地崩壊（がけ崩れなど）やブロック塀等の倒壊、屋外落下物による。

※「棟」の単位は、建物の棟数を示す。

（出典 群馬県地震被害想定調査）

冬の朝 5 時、

風速 9m/秒の場合

関東平野北西縁断

層帯主部による地

震（M8.1）

太田断層による地震

（M7.1）

片品川左岸断層によ

る地震（M7.0）

人

的

被

害

死 者
約 3,130 人 約 1,130 人 約 20 人

原

因

別

揺れ 約 2,890 人 約 1,100 人 若干人

火災 若干人 若干人 －

その他※ 約 240 人 約 30 人 約 20 人

負 傷 者
約 17,740 人 約 7，880 人 約 90 人

原

因

別

揺れ 約 17,310 人 約 7,780 人 約 60 人

火災 約 90 人 約 20 人 －

その他※ 約 340 人 約 80 人 約 30 人

建

物

被

害

全壊・全焼棟数

（重複除く）

約 60,460 棟 約 22,280 棟 約 340 棟

原

因

別

揺れ+液

状化・急

傾斜

約 59,050 棟 約 21,900 棟 約 340 棟

火災 約 1,410 棟 約 380 棟 －

避難者の発生（ピーク：1

日後）冬の 18 時（風速 9m/

秒）の場合

約 54 万人 約 19 万人 約 770 人
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図表２－３ 群馬県及びその周辺の活断層の分布図

片品川左岸断層

太田 断層

太田断層

関東平野北西縁

断層帯主部

（出典 群馬県地震被害想定調査）

図表２－４ 関東平野北西縁断層帯主部による地震想定

（出典 群馬県地震被害想定調査）
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〈２－３ 渋川市の地震被害想定〉

本市の地震被害想定は、群馬県地震被害想定調査（平成 24 年６月）に基づき想定をし

ます。第 2 期計画で想定した群馬県地震被害想定調査の見直しがないことから、引き続き

この調査に基づいた想定とします。

県内では、３つの震源による地震が想定されており、その被害想定では「関東平野北西

縁断層帯主部」で最も大きな被害が起こるとされています。

この場合、建物被害として揺れによる建物の全壊は約１７１棟となり、このうち木造建

物が８１棟を占めます。これは、揺れと液状化・急傾斜が主な原因となっています。

人的被害としては、死者約１３人、負傷者約１９０人となり、揺れによる被害が主な原

因とされています。

図表２－５ 渋川市の地震被害想定

（出典 群馬県地震被害想定調査）

冬の朝 5 時、

風速 9m/秒の場合

【 】：冬１８時、風速９ｍ/

秒の場合

関東平野北西縁

断層帯主部によ

る地震（M8.1）

太田断層による

地震（M7.1）

片品川左岸断層

による地震

（M7.0）

人

的

被

害

死 者
約１３人

【約８人】

約１人 約１人

原

因

別

揺れ 約５人【約４人】 － －

火災 － － －

その他 約８人【約４人】 約１人 約 1 人

負 傷 者
約１９０人

【約１４６人】

約２人 約２人

原

因

別

揺れ 約１８０人

【約１３２人】

約１人 約１人

火災 －

【約１人】

－ －

その他 約１０人

【約９人】

約２人 約１人

建

物

被

害

全壊・全焼棟数

（重複除く）

約１７１棟 約２棟 約１棟

原

因

別

揺れ+液状

化・急傾斜

約１７１棟 約２棟 約１棟

火災 － － －

避難者の発生（ピーク：

1 日後）冬 18 時（風速 9m/

秒）の場合

約３，２３５人 約２０人 約１人
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７

６強

６弱

５強

５弱

４

３以下

震度

ゆれやすい

↑

－

↓

ゆれにくい

ゆれやすさ

図表２－６ 関東平野北西縁断層帯主部による地震想定

における渋川市の震度分布図

小野上行政センター 子持行政センター

赤城行政センター

北橘行政センター

伊香保行政センター 渋川市役所

（出典 群馬県地震被害想定調査）

図表２－７ 地震時のゆれやすさの分布図

小野上行政センター 子持行政センター

赤城行政センター

伊香保行政センター 北橘行政センター

渋川市役所

（出典 群馬県地震被害想定調査）
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《第３章 住宅・建築物の耐震化の現状と目標》

〈３－１ 耐震化の現状〉

（１）全国の現状

平成３０年度の住宅・土地統計調査に基づき、全国の住宅総数の５，３６０万戸のう

ち、耐震性を有するものが約４，６６０万戸あり、耐震化率は約８７％と推計されてい

ます。

一方、耐震診断義務付け対象建築物のうち、要緊急安全確認大規模建築物については、

令和 3 年 4 月 1 日時点で耐震診断結果が公表されている約１１，０００棟のうち耐震

性を有するものが約９，９００棟であり、耐震化率は約９０％と推計されています。な

お、要安全確認計画記載建築物を含めた場合の耐震化率は、約７３％と推計されていま

す。

（２）群馬県の現状

県計画では、平成３０年度の住宅・土地統計調査に基づき、令和元年度末時点の推計

を行うと、県内の住宅総数７９５，４９５戸のうち耐震性を有するものが６８９，３５

９戸であり、耐震化率の推計値は約８７%とされています。

一方、多数の者が利用する建築物については、総数５,６１８棟のうち耐震性を有する

ものが５,０５２棟であり、耐震化率の推計値は約９０％と推計されています。

また、令和元年度の耐震診断義務付け対象建築物については、２０６棟のうち耐震性

を有するものが１２７棟であり、耐震化率は約６２％と推計されています。

（３）本市の現状

ア 住宅の現状

令和２年度の市内の住宅総数は、戸建住宅及び共同住宅を合わせて３７，２６１戸

です。このうち耐震性を有する住宅は２６，０７２戸で、耐震化率は約７０％となっ

ています。

全住宅のうち、木造の戸建住宅は３２，９３１戸であり、このうち耐震性を有する

住宅は２２，２２４戸で、耐震化率は約６８％となっています。共同住宅を含む木造

の戸建住宅以外の住宅は４，３３０棟で、このうち耐震性を有する住宅は３，８４８

棟で、耐震化率は約８９％となっています。

また、施策として木造住宅耐震診断者派遣（平成 20～令和２年度末総数１１４件）、

木造住宅耐震改修補助（平成 21～令和２年度末総数６件）の実施による耐震化の推

進や建替え又は解体による更新（以下「自然更新」という。）の結果、第１期計画策

定時の耐震化率約５４％が、令和２年度には約７０％と１６ポイント向上しました。

（図表３－１５ 耐震化率の推移と目標 ２６ページ参照）

しかし、県全体における住宅耐震化率８７％から比較すると、本市は１７ポイント

低く、県内では耐震化が遅れています。
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新耐震

５７％

新耐震

５７％

旧耐震

４３％

旧耐震

３０％

旧耐震

（耐震性あり）

１３％

住宅

図表３－１ 住宅の耐震化の現状（令和３年１月１日時点）

図表３－２ 住宅の耐震化率の推計値

※ 昭和５６年５月末以前の旧耐震住宅について耐震性有とする割合は、平成２０年度、平

成２５年度、平成３０年度の住宅・土地統計調査の耐震診断を実施した建物のうち耐震

性があると判断された戸数の割合による推計値より算出しています。

昭和５６年５月末以前の住宅のうち、「木造の戸建住宅」の２６．３％、共同住宅を含

む「木造戸建住宅以外の住宅」の６９．１％は、その推計値から耐震性があるとされて

います。

旧耐震：昭和 56 年 5 月末以前の住宅、建築物をいう

新耐震：昭和 56 年 6 月以降の住宅、建築物をいう

耐震性なし ３０％耐震性あり ７０％

（戸）

耐震性有
※

耐震性無

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e

14,527 3,820 10,707 18,404 32,931 22,224 67.5%

1,557 1,075 482 2,773 4,330 3,848 88.9%
16,084 4,895 11,189 21,177 37,261 26,072 70.0%

（出典） 渋川市固定資産税課税台帳（令和3年1月1日時点）

総数

住宅総数

区分

木造戸建住宅

木造戸建住宅以外（共同住宅含む）

昭和56年5月末以前の住宅
昭和56年
6月以降
の住宅

住宅
（合計）

耐震性を
有する住

宅
耐震化率
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※ 耐震化率の算定方法について、第２期計画までは、国によるアンケート調査結果の

推計値を元に算出してきましたが、国、県計画の推計方法の見直しに伴い、本市も

耐震診断、改修の実態をより現実に近い数値に反映できるよう、県計画の推計方法

と同じ推計方法に切り替え算出します。

第 2 期計画の推計方法で算出した場合、住宅耐震化率の推移は、第 1 期計画平成１

９年度は約５４％、第２期計画平成２８年度は約６０％、令和２年度は約６２％と

なります。

旧耐震基準と新耐震基準の解説

現行の耐震基準は「新耐震基準」と呼ばれます。これは、昭和５３年の宮城県沖地

震などの建物被害を踏まえた昭和５６年６月の建築基準法の改正によるもので、旧来

の耐震基準の抜本的な見直しを含む新しい構造耐力（新耐震基準）の基準をいうもの

です。阪神・淡路大震災では、昭和５６年以前の建築物で軽微な被害及び無被害が全

体の３０％程度であるのに対し、昭和５７年以降の建築物では約７５％と、被害が少

なかったことが明らかとなっています。

このことから、必要な耐震性の有無を想定する基準として、昭和 56 年５月３１日

を境に、昭和 56 年５月末以前を「耐震性を満たしていない建築物（旧耐震）」、昭

和 56 年 6 月以降を「耐震性を満たしている建築物（新耐震）」と区分しています。
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イ 民間の多数の者が利用する建築物の現状

令和２年度における、民間の多数の者が利用する建築物（耐震改修促進法第１４条

第１号）は１８３棟で、このうち耐震性を有する建築物は１２４棟であり、耐震化率

は約６８％となっています。

第 1 期計画から耐震化率は、１３ポイント向上しました。（図表３－１５ 耐震化

率の推移と目標 ２６ページ参照）

図表３－３ 民間の多数の者が利用する建築物の耐震化の現状

（令和３年１月１日時点）

図表３－４ 民間の多数の者が利用する建築物の耐震化率の推計値

新耐震

６５％

新耐震

６５％

旧耐震

３５％

旧耐震

３２％

旧耐震

（耐震性あり）

３％

民間

建築物

耐震性なし ３２％耐震性あり ６８％

（棟）

耐震性
有

耐震性
無

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e

学校（小学校、中学校、中等教育学校の
前期過程若しくは特別支援学校以外の学

校）

階数3及び床面積の合計1,000㎡ 0 0 0 1 1 1 100.0%

病院、診療所 1 0 1 12 13 12 92.3%

集会場、公会堂 1 0 1 2 3 2 66.7%

百貨店、マーケットその他の物品販売業

を営む店舗
0 0 0 2 2 2 100.0%

ホテル又は旅館 40 2 38 26 66 28 42.4%

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿
舎、下宿

13 3 10 10 23 13 56.5%

事務所 5 1 4 10 15 11 73.3%

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉
ホームその他これらに類するもの

0 0 0 23 23 23 100.0%

老人福祉センター、児童厚生施設、身体
障害者福祉センターその他これらに類す
るもの

0 0 0 3 3 3 100.0%

幼稚園又は保育所 階数2及び床面積の合計500㎡ 0 0 0 2 2 2 100.0%

博物館、美術館又は図書館 1 0 1 1 2 1 50.0%

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトク

ラブ、ダンスホールその他これらに類す
るもの

1 0 1 3 4 3 75.0%

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他こ
れらに類するサービス業を営む店舗

1 0 1 2 3 2 66.7%

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途
に供する建築物を除く。）

2 0 2 21 23 21 91.3%

65 6 59 118 183 124 67.8%

（出典）渋川市固定資産税課税台帳（令和3年1月1日時点）

耐震化率
（％）総数

総数

耐
震

改
修
促
進
法

第
1
4
条
第
１

号

階数3及び床面積の合計1,000㎡

階数2及び床面積の合計1,000㎡

建築物
（合
計）

区分 用途 規模要件

昭和56年5月末以前の建築物 昭和56
年6月以
降の建
築物

階数3及び床面積の合計1,000㎡

耐震性
を有す
る建築

物
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新耐震

47％

新耐震

47％

旧耐震

53％

旧耐震

7％

旧耐震

（耐震性あり）

４6％

市有

建築物

ウ 市有の多数の者が利用する建築物の現状

令和２年度における、市有の多数の者が利用する建築物（耐震改修促進法第１４条

第 1 号）は７６棟あり、このうち耐震性を有する建築物は７１棟で、耐震化率は約９

３％となっています。

第 1 期計画から耐震化率は、２５ポイント向上しました。（図表３－１５ 耐震化

率の推移と目標 ２６ページ参照）

図表３－５ 市有の多数の者が利用する建築物の耐震化の現状

（令和３年１月１日時点）

図表３－６ 市有の多数の者が利用する建築物の耐震化率の推計値

耐震性なし ７％耐震性あり ９３％

（棟）

耐震性
有

耐震性
無

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e

小学校、中学校、中等教育学校の前期過
程若しくは特別支援学校

階数2及び床面積の合計1,000㎡ 28 28 0 18 46 46 100.0%

体育館 階数１及び床面積の合計1,000㎡ 2 0 2 4 6 4 66.7%

映画館又は演芸場 1 1 0 0 1 1 100.0%

集会場、公会堂 1 1 0 4 5 5 100.0%

ホテル又は旅館 1 1 0 0 1 1 100.0%

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿
舎、下宿

4 4 0 5 9 9 100.0%

老人福祉センター、児童厚生施設、身体
障害者福祉センターその他これらに類す
るもの

階数2及び床面積の合計1,000㎡ 0 0 0 1 1 1 100.0%

幼稚園又は保育所 階数2及び床面積の合計500㎡ 1 0 1 1 2 1 50.0%

博物館、美術館又は図書館 0 0 0 1 1 1 100.0%

保健所、税務署その他これらに類する公
益上必要な建築物

2 0 2 2 4 2 50.0%

40 35 5 36 76 71 93.4%

（出典）建築住宅課資料（令和３年１月１日時点）

総数

建築物
（合
計）

耐震性
を有す
る建築

物

階数3及び床面積の合計1,000㎡

階数3及び床面積の合計1,000㎡

耐
震
改
修
促
進
法
第
１
４
条
第
１
号

耐震化率
（％）総数区分 用途 規模要件

昭和56年5月末以前の建築物 昭和56
年6月以
降の建
築物
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エ 民間の耐震診断義務付け対象建築物の現状

本計画から、国及び県の計画と同様に、特定既存耐震不適格建築物の中でも、特に

耐震化の重要性の高い耐震診断義務付け対象の建築物を重点化し、耐震化の推進を行

います。耐震診断義務付け対象建築物とは、耐震改修促進法に基づき耐震診断が義務

付けられた「要緊急安全確認大規模建築物」と「要安全確認計画記載建築物」です。

（図表１－５ 特定建築物の詳細分類図（民間、市有建築物） ５ページ参照）

令和２年度における、本市の民間建築物のうち耐震診断義務付け対象建築物は 6 棟

あり、耐震化率は約３３％です。対象建築物は、「ホテル又は旅館」、「危険物の貯

蔵場又は処理場の用途に供する建築物」で、それぞれの耐震化率は次のとおりです。

なお、耐震診断はすべての建築物において実施しており、診断結果の詳細について

は、市からの報告により県のホームページで公表しています。

図表３－７ 民間の耐震診断義務付け対象建築物の現状（令和３年１月１日時点）

図表３－８ 民間の耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率の推計値

旧耐震

１００％

旧耐震

６７％

旧耐震

（耐震性あり）

３３％

民間

大規模

建築物

耐震性なし ６７％耐震性あり ３３％

（棟）

耐震性
有

耐震性
無

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e
法
第
１
４
条

第
１

号 ホテル又は旅館 階数3及び床面積の合計5,000㎡ 5 1 4 0 5 1 20.0%

第
2
号

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供す
る建築物

階数1及び床面積の合計5,000㎡ 1 1 0 0 1 1 100.0%

6 2 4 0 6 2 33.3%

（出典）渋川市固定資産税課税台帳（令和３年1月1日時点）

耐震化率
（％）総数区分 用途 規模要件

昭和56年5月末以前の建築物

総数

昭和56
年6月以
降の建
築物

建築物
（合
計）

耐震性
を有す
る建築

物
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新耐震

３９％

新耐震

３９％

旧耐震

６１％

旧耐震

６％

旧耐震

（耐震性あり）

５５％

市有

大規模

建築物

オ 市有の耐震診断義務付け対象建築物の現状

令和２年度における、市有建築物のうち耐震診断義務付け対象建築物は１８棟あり、

耐震化率は約９４％です。対象建築物は、図表３－１０に該当する規模の学校、集会

場、防災拠点に位置づけられた建築物であり、それぞれの耐震化率は次のとおりです。

平成 30 年度の県計画の改正により、市町村防災計画で震災時に災害対策本部を設

置する庁舎等は、耐震改修促進法第 5 条第 3 項第 1 号の規定に基づく防災拠点に指

定され、耐震診断及び診断結果の報告が義務付けられました。本市では、市役所本庁

舎がこれに該当しています。このため、平成８年度に耐震診断を行い「耐震性が無い」

という診断結果となりました。その他の旧耐震建築物もすべて耐震診断を実施してお

り、診断結果の詳細については、市からの報告により県のホームページで公表してい

ます。

図表３－９ 市有の耐震診断義務付け対象建築物の現状（令和３年１月１日時点）

図表３－１０ 市有の耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率の推計値

耐震性なし ６％耐震性あり ９４％

（棟）

耐震性
有

耐震性
無

a=b+c b c d e=a+d f=b+d g=f/e

小学校、中学校、中等教育学校の前期過
程若しくは特別支援学校

階数2及び床面積の合計3,000㎡ 9 9 0 7 16 16 100.0%

映画館又は演芸場 階数3及び床面積の合計5,000㎡ 1 1 0 0 1 1 100.0%

第
7
条

防災拠点である建築物

耐震改修促進計画で指定する大規模な地震

が発生した場合においてその利用を確保す

ることが公益上必要な病院、官公署、災害

応急対策に必要な施設等の建築物

1 0 1 0 1 0 0.0%

11 10 1 7 18 17 94.4%

（出典）建築住宅課資料（令和３年１月１日時点）

規模要件

昭和56年5月末以前の建築物 昭和56
年6月以
降の建
築物

建築物
（合
計）

耐震性
を有す
る建築

物

耐震化率
（％）総数

法
第
１
４
条
第
１
号

総数

区分 用途
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〈３－２ 耐震化の目標〉

（１）国の目標

国の基本方針では、南海トラフ地震防災対策推進基本計画、首都直下地震緊急対策推

進基本計画及び住生活基本計画（令和３年３月閣議決定）における目標を踏まえ、令和

１２年までに耐震性が不十分な住宅を、令和７年までに耐震性が不十分な耐震診断義務

付け対象建築物を、それぞれおおむね解消することを目標としています。

《 国の目標 》

○住宅

・令和 12 年までに耐震性不十分な住宅をおおむね解消

○住宅以外の建築物

・令和 7 年までに耐震性不十分な耐震診断義務付け対象建築物

をおおむね解消
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（２）群馬県の目標

県は、第 2 期県計画において、現状の耐震化率や自然更新による耐震化率の見込み及

び住宅の耐震性の確保による減災効果を踏まえ、令和 2 年度までに住宅及び多数の者が

利用する建築物の耐震化の目標を国と同様に９５％と定めてきました。

しかし、令和元年度の住宅の耐震化率は約８７％であり、目標達成は困難であること

から、国の方針を踏まえ計画を 5 年間延長し、令和 7 年度までに９５％とすることとし

ています。

また、令和元年度の多数の者が利用する建築物の耐震化率は約９０％であり、目標達

成には至っていません。国の方針では、多数の者が利用する建築物について今後の目標

を定める予定はないとしていますが、県では継続性を考慮して、計画を 5 年間延長し、

令和７年度までに９５％とすることとしています。

さらに、国が新たに耐震化を進める耐震診断義務付け対象建築物において、令和元年

度の耐震化率は約６２%でありますが、国の目標を踏まえ令和 7 年度までに９５%とし

ています。

《 県の目標 》

令和 7 年度までの耐震化率

住宅

多数の者が利用する建築物 目標９５％

耐震診断義務付け対象建築物
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（３）本市の目標

ア 住宅の耐震化の目標

本市では、住宅について、令和３年度までに耐震化率８０％を目標に掲げましたが、

令和２年度の耐震化率は約７０％であり、目標達成は困難な状況です。

達成が困難な理由には、資金不足や防災意識の低さなど様々なものがあります。そ

れらの課題を短期間で達成するのは困難ですが、本計画では、ひとつひとつ課題を抽

出し解決方法を探りながらめ、国の方針、県計画を踏まえ目標を設定します。

県の目標は、令和 7 年度までに耐震化率９５％を目標としていますが、県の現状は

８７％であり、市の状況７０％と比較すると１７ポイント程度高く、県と同調するこ

とは現実的ではありません。現時点で第 2 期計画の目標の８０％に達成が困難な状況

であり、耐震化の伸び率も鈍く短期間での抜本的な解消は困難と考えられることから、

耐震化率の目標を一段階下げた９０％とし、県計画より長い期間で長期的に取り組む

こととします。

《市の住宅の目標》

令和１３年度までに 目標 ９０％ とします

令和８年度までに ８０％

令和 1３年度想定件数

住宅総数 ３７,７７１戸 耐震性あり２８，８５０戸

目標達成のために耐震化が必要な住宅数は５，１４４戸

※ 「自然更新」による令和 1３年度の住宅数の推計は３７，７７１戸となり、その

うち耐震性を有する住宅数は２８，８５０戸で、耐震化率は目標の約７６％になる

と推計されます。

令和１３年度までに９０％とするためには、耐震化や減災化など施策等の推進に

より５，１４４棟、年間約５１５戸の耐震化が必要になります。
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図表３－１１ 住宅の耐震化の推移及び目標

図表３－１２ 令和１３年度の住宅の推計値と耐震化の目標

住宅

耐震化＋減災化

１４％

新耐震

６２％

新耐震

６２％

旧耐震

３８％

旧耐震

２４％

旧耐震

（耐震性あり）１４％

耐震性あり ７６％ 耐震性なし ２４％

目標耐震化率 ９０％

令和１３年度までに

必要な耐震改修等の戸数

５，１４４戸

総数37,261戸

　令和13年度 　令和13年度

（推定）

総数37,263戸

22,190戸

（59.5%）

26,072戸

耐震性を満たす耐震性を満たす

　現状

令和2年度

耐震性が不十分11,189戸

（30.0%） 8,921戸

昭和57年以降

19,903戸

昭和56年以前

（46.1%）

平成19年度

（53.9%）

昭和57年以降

2,595戸

昭和56年以前

耐震性が不十分

16,942戸

耐震性を満たす

19,787戸

17,192戸

総数36,729戸

28,850戸

耐震性が不十分

（70.0%） （76.4%）

昭和57年以降

21,177戸

昭和56年以前

4,895戸2,287戸

15,073戸

（40.5%）

平成27年度

耐震性が不十分

（23.6%）

総数37,771戸

耐震性を満たす

28,850戸

総数37,771戸

（76.4%）

耐震化+減災化

5,144戸

（13.6%）

耐震性を満たす

耐震性が不十分

3,777戸

　　　目標

（10.0%）

目標

耐震化率

９０％

第1期計画 第２期計画 第３期計画
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イ 民間の多数の者が利用する建築物の耐震化の目標

民間の多数の者が利用する建築物については、第 2 期計画において、令和３年度ま

でに耐震化率８０％を目標に掲げましたが、令和２年度の耐震化率は約６８％であり、

目標達成が困難な状況です。これらの建築物については、その規模等から耐震化を進

めるにあたり長期期間を要します。このため、令和１３年度までに耐震化率を９０％

にすることを目標とします。

《民間の多数の者が利用する建築物の目標》

令和１３年度までに 目標 ９０％ とします

令和８年度までに ８０％

令和１３年度想定件数

建築物総数 １８５棟 耐震性あり １３２棟

目標達成のために耐震化が必要な建築物数は ３５棟

※ 自然更新による令和１３年度の多数の者が利用する民間建築物は１８５棟とな

り、そのうち耐震性を有する数は１３２棟で、耐震化率は約７１％になると推計

されます。目標の耐震化率９０％を達成するためには、令和１３年度末までに、

施策等の推進により３５棟の耐震化が必要になります。

図表３－１３ 令和１３年度の民間の多数の者が利用する建築物の推計値と

耐震化の目標

耐震性あり ７１％ 耐震性なし ２９％

目標耐震化率 ９０％

令和１３年度までに

必要な耐震改修等の戸数

３５棟新耐震

６５％

新耐震

６５％

旧耐震

３５％

旧耐震

２９％

旧耐震

（耐震性あり）６％

民間

建築物

耐震化

１９％
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ウ 市有の多数の者が利用する建築物の耐震化の目標

市有施設の多数の者が利用する建築物については、第２期計画において令和３年度

までに耐震化率１００％を目標に掲げましたが、令和３年度の耐震化率は約９３％で

あり、目標達成には至りませんでした。

残る市有建築物については、引き続き今後の活用や除却、耐震改修、建替えを含め

た総合的な検討を行いつつ、令和１３年度までに１００％を目指します。

《市有の多数の者が利用する建築物の目標》

令和１３年度までに 目標１００％ とします

令和 1３年度想定件数

建築物総数 ７６棟 耐震性あり ７１棟

目標達成のために耐震化が必要な建築物数は ５ 棟

※ 市有施設は現時点で更新の予定が未定のため、自然更新はないものとみなします。

令和１３年度までに目標を達成するためには図表３－１４に掲げる５棟の施設の耐

震化が必要となります。

図表３－１４ 市有の多数の者が利用する建築物における耐震性が無いとされる

施設一覧

※子持行政センターは令和６年度までに解体する予定です。

※ 市有施設においては、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施設

としての機能確保の観点から、耐震改修促進法に定められた規模の建築物だけでな

く、その他の建築物においても耐震化を促進していきます。

また、市有施設の道路に面するブロック塀について点検し、危険な箇所において

撤去及び改修をしています。今後も、市有のブロック塀について定期的に点検を行

い、ブロック塀等の耐震化を図ります。

渋川市市民体育館

渋川市総合公園体育館

幼稚園又は保育所 階数2及び床面積の合計500㎡ 渋川市第五保育所

渋川市役所本庁舎

子持行政センター

施設名区分 用途 規模要件

保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物

体育館

法第１４条第１号

階数１及び床面積の合計1,000㎡

階数3及び床面積の合計1,000㎡
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エ 民間の耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標

本計画から、国及び県の計画と同様に、既存耐震不適格建築物のうち、特に耐震化

の重要性の高い耐震義務付け対象の建築物について、新たに目標を定めます。

現在民間における対象建築物は６棟あり、すべての建築物において耐震診断は終了

しています。そのうち耐震改修を行った建築物は 2 棟で、耐震化率は約３３％となっ

ています。残る 4 棟においては、改修補助の支援など行いながら耐震化の推進を図り

ます。

《民間の耐震診断義務付け対象建築物の目標》

令和１３年度までに 目標１００％ とします

令和 1３年度想定件数

建築物総数 ６棟 耐震性あり ２棟

目標達成のために耐震化が必要な建築物数は ４棟

オ 市有の耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標

本市における対象建築物は、一定規模以上の学校、集会場及び県計画で防災拠点に

指定された庁舎の計１８棟があり、すべての建築物において耐震診断は終了していま

す。そのうち、耐震改修を行った建築物は１７棟あり、残る 1 棟は防災拠点となる渋

川市役所本庁舎です。

防災拠点は、大規模な地震が発生した場合において災害対応に必要な施設として位

置づけられ、早急に耐震化を図る必要があります。このため、耐震化又は建替えなど

の検討を進めるとともに、建物の耐震性を有する部分については防災機能が確実に発

揮できるよう対策を進めます。

《市有の耐震診断義務付け対象建築物の目標》

令和１３年度までに 目標１００％ とします

令和 1３年度想定件数

建築物総数 １８棟 耐震性あり １７棟

目標達成のために耐震化が必要な建築物数は １棟
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図表３－１５ 耐震化率の推移と目標

図表３－１６ 各計画における耐震化率の目標値と現状値の推移

平成２７年度目標値 令和３年度目標値 令和１３年度目標値

（第１期計画）
計画期間　８年

（第２期計画）
計画期間　６年

（第３期計画）
計画期間　１０年

住　　宅 75% 60% 80% 70% 90%

民間の多数の者が利用する建築物 80% 61% 80% 68% 90%

市有の多数の者が利用する建築物 90% 92% 100% 93% 100%

民間の耐震義務付け対象建築物 － － － 33% 100%

市有の耐震義務付け対象建築物 － － － 94% 100%

平成２７年度
現状値

令和２年度
現状値

民間の多数の者が利用する建築物

民間の耐震義務付け対象建築物市有の多数の者が利用する建築物

市有の耐震義務付け対象建築物

凡 例 住 宅
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《第４章 耐震化を促進するための取組》

〈４－１ 基本的な取組方針〉

住宅や建築物の耐震化促進には、その所有者等が地震に対する危機意識を持ち、地域防

災対策を含めて自らの問題、地域全体の問題として意識して取り組むことが重要です。

特に耐震診断義務付け対象建築物の所有者等については、耐震診断結果に応じて耐震改

修を行うよう促します。

本市は、こうした取組を支援するという観点から、所有者等が耐震診断及び耐震改修を

行いやすい環境の整備や負担の軽減を図るため、支援制度の構築など必要な施策を講じ、

耐震改修の阻害要因となっている問題を解決し、耐震化の促進に取り組むものとします。

また、耐震化が進まない要因として、費用の問題と意識の問題があります。これらは、

短期的に解決できる問題ではありませんが、粘り強く取り組むことで耐震化の促進を図り

ます。

（１）住宅・建築物所有者の役割

住宅・建築物の所有者は、地震防災対策を自らの問題のみならず、地域全体の問題と

しての認識を持ち、主体的に住宅・建築物の地震に対する安全性の確保を図らなければ

なりません。昭和５６年５月末以前に建てられた旧耐震の住宅・建築物の耐震診断、耐

震改修や建替えなどに努め、「自らの身体・生命・財産を守る」ことを基本とするととも

に、道路閉塞や出火など、地域の安全性に重大な影響を与えかねないということを十分

に認識し、主体的に耐震化に取り組むものとします。

（２）市の役割

本市は、「市民の身体・生命・財産を守る」ことを基本とし、本計画に基づき、住宅・

建築物の所有者が主体的に耐震化の取組ができるよう、県や関係機関と連携して耐震化

促進のための相談窓口の充実や情報提供等を行います。また、耐震改修等に関する支援

制度や融資制度等の充実及び創設に取り組み、周知していきます。

市有特定既存耐震不適格建築物の耐震化ついては、計画的かつ重点的に耐震化の促進

に取り組みます。その他の市有建築物については、災害時の位置付けや老朽度、財政状

況などを勘案しながら耐震化の促進を図ります。
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〈４－２ 重点的に耐震化に取り組む住宅・建築物〉

住宅、民間の多数の者が利用する建築物、市有施設については、重点的に耐震化を図

らなければならない建築物として耐震改修の促進を図るものとします。また、国や県計

画にならい、本計画から耐震診断義務付け対象建築物においても、その対象建築物とし

て位置付けます。

ア 住宅

住宅の中でも特に木造住宅は、倒壊や火災の延焼により人

的、経済的被害の大きな原因となることから、広報や回覧板、

パンフレット、防災訓練等による啓発活動により、耐震診断

や耐震改修に対する支援、固定資産税の減税制度等の優遇措

置の周知を図るとともに、関係機関と連携を行いながら耐震

診断、耐震改修の推進を図ります。

イ 民間の多数の者が利用する建築物

民間建築物の所有者には、広報などの手段により耐震化の

周知を図るとともに、所管行政庁と連携しながら、耐震診断

や耐震改修に向けての相談や、必要に応じて耐震改修促進法

に基づく指導・助言を行い耐震化の推進を図ります。

群馬県パンフレット

ウ 市有建築物

市有建築物は、学校、庁舎、診療所など災害時に防災関係者、避難者、傷病者や要

援護者が多く集まる施設であり、応急活動の拠点として幅広く活用されます。このた

め、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施設としての機能確保とい

う観点からも建築物の耐震性の確保が求められます。これらの建築物については、計

画的かつ重点的に災害時の位置付けや老朽度、財政状況などを勘案しながら耐震化を

図ります。

エ 耐震診断義務付け対象建築物

特定既存耐震不適格建築物の中でも特に大規模なものは、重点的に耐震化を図る必

要があることから、耐震診断が義務付けられています。民間建築物は、所管行政庁と

連携しながら、所有者などに耐震改修に向けての支援や相談、必要に応じて耐震改修

促進法に基づく指導・助言を行い耐震化の推進を図ります。
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〈４－３ 避難路の指定及び沿道建築物等〉

（１）通行障害建築物等

耐震改修促進法第１４条第３号では、地震によって建築物が倒壊した場合に、その敷

地に接する防災上重要な道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とすることを

防止するため、前面道路の幅員に対して一定の高さの建築物（以下「通行障害建築物」

という。）のうち既存耐震不適格建築物であるものは、耐震診断及び耐震改修を促進する

こととしています。また、必要な場合には、地震発生時に通行を確保すべき道路（以下

「避難路」という。）として指定することができると規定しています。

図表４－１ 通行障害建築物の対象となる建物

避難路の指定に際し、耐震改修促進法において地方公共団体の規定に基づき、地形、

道路の構造その他の状況に応じ、通行障害建築物の要件の緩和が可能とされています。

県計画における避難路の指定では、次図のとおり要件の緩和の規定が設けられていま

す。

（１）前面道路の幅員が１２ｍを超える道路 （２）前面道路の幅員が１２ｍ以下の道路

L/2＋A＜H　対象 ６ｍ＋A＜H　対象

L/2＋A≧H　対象外 ６ｍ＋A≧H　対象外

凡例　　L：道路幅員、H:建築物の高さ、A:道路境界と建築物の距離

前面道路 L

L／２

A H
H

A６ｍ

前面道路 12m以下

道路の中心 道路の中心

４５°４５°
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図表４－２ 通行障害建築物の要件の緩和

平成３０年の耐震改修促進法令改正により、耐震診断が義務付けられる通行障害建

築物にブロック塀等が追加されています。対象は、前面道路に面する部分の長さ２５

ｍを超え、かつ下図の高さを超えるものであって、建築物に附属するものとなってい

ます。

本計画では、県計画と同様にブロック塀等は通行障害建築物の対象とせず、所有者

への耐震化の啓発をはじめとした取組を行うことで安全確保対策を進めることとしま

す。

図表４－３ 通行障害の対象とすることが可能となったブロック塀等

凡例　　L：道路幅員、H:ブロック塀等の高さ

θ°

道路の中心

道路中心からの距離の

１／２．５の高さ

１

２．５

θ°

前面道路 L

H

緩和１　前面道路よりも敷地が低い場合 緩和２　建築物が木造の場合
（前面道路の幅員が12mを超える場合） （前面道路の幅員が12m以下の場合）

L/2＋A＋ｈ１＜H　対象 ６ｍ＋A＋ｈ２＜H　対象

L/2＋A＋ｈ１≧H　対象外 ６ｍ＋A＋ｈ２≧H　対象外

緩和なしの場合
緩和なしの場合

凡例　L：道路幅員、H:建築物の高さ、A:道路境界と建築物の距離
　　　　h1：道路と敷地の高低差　h2：建築物の高さと軒の高さの差

前面道路 L

L／２ A

H

H

A６ｍ

前面道路 12m以下

道路の中心

道路の中心

４５°４５°
h1

h1緩和

４５°

ｈ２

軒高

h2緩和

４５°

[平側] [妻側]
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（２）避難路の指定

県計画では、群馬県地域防災計画で指定されている群馬県緊急輸送道路を避難路に指

定し、既存耐震不適格建築物である通行障害建築物の耐震化を促進しています。

第１次群馬県緊急輸送道路のうち、特に重要な広域ネットワークを形成している道路

を、耐震改修促進法第５条第３項第２号の規定に基づく避難路（以下「耐震診断義務付

け道路」という。）に指定し、耐震診断義務付け道路を除く群馬県緊急輸送道路を耐震改

修促進法第５条第３項第３号の規定に基づく避難路（以下「耐震化努力義務道路」とい

う。）に指定しています。耐震化努力義務道路は、市町村が別途、耐震改修促進法第 6

条第 3 項第 1 号の指定に基づいて、耐震診断を義務付ける道路に指定した場合は、市町

村の指定が優先適用されます。本市において、この耐震診断義務付け道路の指定はして

いませんが、今後その位置付けの必要性について検討を行います。

図表４－４ 渋川市内の耐震診断義務付け道路・耐震化努力義務道路一覧

種類 路線名
耐震診断義務付け道路（○）
耐震化努力義務道路（△）の指定

関越自動車道 ○

国道１７号　 ○

国道３５３号 △
（主）高崎渋川線 △
（主）渋川東吾妻線 △
（市）駅前通り線 △
（主）渋川東吾妻線 △
国道２９１号 △
（主）渋川松井田線 △
（主）渋川大胡線　 △
（主）大間々上白井線 △
（一）下久屋渋川線 △
（市）行幸田小倉線 △
（主）下新田線 △
（主）前橋伊香保線 △
（一）伊香保小野上線 △
（主）渋川松井田線 △

第１次緊急輸送道路
（群馬県）

第２次緊急輸送道路
（群馬県）

第３次緊急輸送道路
（群馬県）
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図表４－５ 渋川市内の耐震診断義務付け道路・耐震化努力義務道路

耐震化努力義務道路 耐震診断義務付け道路

耐震診断義務付け道路以外の 関越自動車道
群馬県が指定する緊急輸送道路

国道17号

関越自動車道

国道17号

渋川市役所本庁舎
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《第５章 耐震改修の促進を図るための施策》

〈５－１ 耐震診断、耐震改修費用の支援〉

本市では、住宅・建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性や重要性について普及・啓発

に積極的に取り組むとともに、耐震診断及び耐震改修に対する市の補助制度、国や県の補

助制度、税制優遇措置等を活用しながら耐震化を促進します。

耐震診断、耐震改修の実施は、多額の費用負担が耐震化の大きな阻害要因の一つとなっ

ています。それに対する支援は、耐震化促進の有効な手段となります。このため、現在実

施している耐震診断者の派遣、耐震改修費用や減災化を目的とした部分改修の補助制度を

継続します。

また、特定既存耐震不適格建築物については、所管行政庁である県と連携、協調を行い

ながら支援策等の検討を行い耐震化の促進に繋げます。

図表５－１ 耐震診断・耐震改修の促進イメージ図

住宅・建築物の所有者等
（市民・事業者、市、県、国）

改修等への
発意

相談、検討 耐震診断 耐震改修

啓発 促進 支援 支援

県、市 情報提供 相談窓口

国 情報提供 情報提供

環境整備（技術者の育成等）
資金的支援（助成制度等）

環境整備（工法研究等）
資金的支援（税制、補助金等）

提供する情報例

・耐震化の必要性

・耐震化の進捗状況

・耐震改修の事例等

提供する情報例

・耐震改修の方法

・耐震改修の業者選定

・助成、融資、税制等

環境整備等の具体例

・支援体制づくり

・技術者の育成

・耐震改修技術研究

・支援策の強化、充実等
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（１）木造住宅への支援

本市では、「渋川市木造住宅耐震診断者派遣事業実施要綱」に基づき、木造住宅の耐震

診断を実施する市民に対して、耐震診断者の派遣を行います。

また、木造住宅の耐震改修を行う市民に対しては、「木造住宅耐震改修補助事業補助金

交付要綱」に基づき、その費用の一部を補助します。

ア 木造住宅耐震診断者派遣事業

※令和３年４月１日時点

イ 木造住宅耐震改修補助事業

※令和６年４月１日時点

①昭和５６年５月末以前に着工された一戸建ての住宅又は併用住宅
　（住宅部分の床面積が２分の１以上のもの）

②市内に所有し、居住している又は居住しようとしていること。

③階数が、２階建以下の住宅（地階を除く）

④木造で在来軸組構法、伝統的構法による住宅

⑤市税を滞納していないこと。

⑥補強設計及び工事監理が、一級、二級及び木造建築士で木造住宅
　の耐震診断と補強方法の講習を受講している者が行うもの

⑦木造住宅の耐震診断と補強方法に基づく一 般診断の結果、上部
　構造評点が１.０未満と診断された戸建住宅を、耐震改修後、1.0
　以上となるもの

⑧工事着手前であること

補助額
耐震改修工事（補強設計費を含む）に要した費用の２分の１以内の
額とし、１００万円を限度額とする。

実施期間 平成２１年４月１日～　　　

補助対象
条　　件

①昭和５６年５月末以前に着工された一戸建ての住宅又は併用住宅
（住宅部分の床面積が２分の１以上のもの）

②市内に住所を有する個人が居住している住宅又は市内に居住しよ
　うとする個人が所有する住宅

③階数が２階建以下の住宅（地階を除く）

④木造で在来軸組構法、伝統的構法による住宅

⑤市税を滞納していないこと。

事業内容
耐震診断者を派遣し、一般診断法により地震に対する安全性を評価
する。市が診断費用を負担。

実施期間 平成２０年１０月１日～

補助対象
条　　件
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ウ 木造住宅の減災化の推進

木造住宅の耐震化が、費用の問題や手間がかかるなどの理由により進まない状況を

踏まえ、簡易な方策として住宅の減災化を目的とした、耐震シェルターや耐震ベッド

の設置を行う市民に対し、「木造住宅耐震改修補助事業補助金交付要綱」に基づき、そ

の費用の一部を補助します。

耐震シェルター・耐震ベッド設置工事補助

※令和３年４月１日時点

エ 簡易耐震診断方法の紹介

詳細な耐震診断を行うべきか判断するための目安として、所有者が気軽に行える簡

易耐震診断について、（一財）日本建築防災協会発行のリーフレット「誰でもできるわ

が家の耐震診断」等を配布、紹介して耐震診断へ繋げます。

簡易耐震診断の結果希望する場合は、耐震診断ができる機関などのアドバイスや相

談に応じます。

オ 出前なんでも講座の活用推進

昭和５６年 5 月末以前に分譲された旧耐震の住宅団地、その他旧耐震住宅が集まる

地域を対象に、県が実施している出前なんでも講座や市の出前講座を開催し、より多

くの人に耐震知識、被害を減らすための身近な対策や、耐震診断・耐震改修の必要性

を理解してもらう場を提供します。

カ 渋川市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム

本計画で定めた目標の達成に向け、毎年度、住宅耐震化に係わる財政的支援や普及

啓発等の取り組みを位置付け、その進捗状況を把握・評価するために、渋川市住宅耐

震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」）を策定します。

①昭和５６年５月末以前に着工された一戸建ての住宅又は併用住宅
（住宅部分の床面積が２分の１以上のもの）

②高齢者（65歳以上の人）のみ居住する、または障害者が同居する
　市内の住宅

③階数が、２階建以下の住宅（地階を除く）

④木造で在来軸組構法、伝統的構法による住宅

⑤市税を滞納していないこと

⑥木造住宅の耐震診断と補強方法に基づく一般診断の結果、上部構
   造評点が１.０未満と診断された住宅

⑦耐震シェルターまたは耐震ベッドの機種は、市が認める機種から
　選択し設置するもの

⑧工事着手前であること

補助額 設置工事費の2分の1。限度額は30万円。

実施期間 平成30年4月1日～

補助対象
条　　件
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アクションプログラムでは、毎年度に実施する取組内容として、財政的支援や普及

啓発等について記載し、前年度の取組実績について自己評価します。

（２）他の事業と連携した取組

ア 住宅エコリフォーム補助との併用

住宅の耐震改修の際には、耐震化の工事だけでなく、老朽化した住宅設備や耐震以

外の部分を同時に改修する場合があります。こうした改修の費用を軽減し、耐震化を

進めるため「住宅エコリフォーム支援事業」の補助制度を併用して利用することがで

きます。

住宅エコリォーム支援事業

※令和６年４月１日時点

イ 危険ブロック塀等除却補助との併用

住宅耐震化の関連施策として、危険ブロック塀等を除却する所有者等に対し、「危険

ブロック塀等除却事業補助金交付要綱」に基づき、除却費用の一部を補助します。

危険ブロック塀等除却事業

※道路：建築基準法第 42 条で定義される道路（ブロック塀等安全確保に関する事業

に係わる避難路）

※令和６年４月１日時点

①市内の個人住宅（併用住宅含む）に居住する者
②賃貸住宅、給与住宅、別荘、売買目的でないもの
③市税を滞納していないこと
④市内の工事業者に発注するもの
⑤工事着手前であること

補助額
20万円以上のエコリフォームをする費用の２０分の１とし、
10万円を限度

実施期間 令和５年４月１日～　　　

補助対象
条　　件

①ブロック塀等の所有者、相続人、同意された者
②道路に面して設置されているもの
③道路又は地表面から高さ１．２ｍを超えるもの
（P４２　図表５－１参照）
④市税を滞納していないこと
⑤市内の工事業者に発注するもの
⑥工事着手前であること

補助額 除却費用に２分の１。限度額は５万円。
実施期間 令和６年４月１日～　　　

補助対象
条　　件
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ウ 空き家の施策との連携

全国的に増加傾向にある空き家問題について、令和 2 年３月現在本市には約１，２

００戸の空き家があり、市では様々な空き家対策を実施しています。

空き家が倒壊した場合、居住者がいないため人的被害はありませんが、倒壊するこ

とにより隣地に被害を及ぼすことや道路を塞ぎ地震被害を拡大させる可能性がありま

す。このため、老朽化や放置された空き家について、空家解体事業による解体費用の

補助、また、利活用が可能な空き家は、空家活用支援事業によるリフォーム費用の補

助制度により、耐震上危険な空き家の削減に努めます。さらに、空き家の無料相談や

空き家バンクによる情報提供を行い、空き家の利活用を支援する取組を引き続き実施

します。

空家解体事業

※令和６年度４月１日時点

空家活用支援（リフォーム）事業

※令和６年度４月１日時点

①空家の所有者、相続人、同意された者
②個人が所有する、1年以上空家であるもの
③空家に所有権以外の権利がないもの
④公共事業による解体でないもの
⑤市税を滞納していないこと
⑥市内の工事業者に発注するもの
⑦工事着手前であること

補助額
２０万円以上の空家の全部を解体する工事（敷地内の附属建物等含
む）の１０分の１とし、２０万円を限度
居住誘導区域内の空家については10万円の加算あり

実施期間 平成２８年４月１日～　　　

補助対象
条　　件

①空家の所有者、空家を取得して居住するためにリフォームする者
②個人が所有する、1年以上空家であるもの
③マンション、長屋住宅、給与住宅等でないもの
④市税を滞納していないこと
⑤市内の工事業者に発注するもの
⑥工事着手前であること

補助額

20万円以上の空家のリフォームをする工事の10分の１とし、30万
円を限度
以下のいずれかに該当する場合は20万円の加算あり
①市外からの転入者
②若者夫婦世帯（夫婦いずれかが40歳未満の世帯）
③若者パートナーシップ宣誓世帯（パートナーいずれかが４０歳未満
の世帯）
④子育て世帯（15歳以下の子どもを扶養している世帯）
⑤居住誘導区域内にある空家

実施期間 平成２８年４月１日～　　　

補助対象
条　　件
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エ 税制措置の周知

税制措置では、耐震改修促進税制により、既存住宅を耐震改修した場合、所得税額

の特別控除や固定資産税の減税等を受けることができます。市では、住宅の耐震化を

促進するために、耐震改修税制について市民、建築物所有者への周知に努めます。

（３）要緊急安全確認大規模建築物への支援

特定既存耐震不適格建築物のほとんどは多数の者が利用又は滞在するため、地震災害

時には大きな被害を受けることが予想されます。その中には災害時に避難者の受け入れ

や物資の供給を行う施設も含まれ、一定の公共性を有すると認められるものがあります。

市では、耐震改修補助について、県と連携、協調を行い耐震改修の促進を図ります。

旅館ホテル耐震改修補助事業

※令和６年４月１日時点

（４）緊急輸送道路等沿道建築物等への支援

緊急輸送道路等の沿道は、地震発生時に避難や緊急車両の通行を確保する必要があり

ます。このため、沿道建築物については、建築物の倒壊等を防止するため、耐震化を促

進する必要があります。また、平成３１年の改正により、避難路沿道の一定規模以上の

組積造等の塀も耐震化を義務付けることが可能になりました。

この沿道建築物のうち、木造住宅については、所有者に対し周知・啓発を図るととも

に、現在実施中の木造住宅耐震診断者派遣事業及び木造住宅耐震改修補助事業を活用し

て引き続き支援を行います。なお、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対しては、耐

震診断、耐震改修の支援を所管行政庁と連携、協力を行いながら補助制度等による支援

について検討します。

また、今後緊急輸送道路等の沿道にある組積造等の塀について、新たな支援制度など

について検討します。

以下のいずれにも該当する対象建築物の所有者

①渋川市に所在するもの

②要緊急安全確認大規模建築物の旅館、ホテルであるもの

③耐震診断を実施した建築物で、診断の結果第三者判定機関により
　倒壊の危険性があると判定されたもの

④耐震補強設計者が耐震補強設計を行い、第三者判定機関による補
　強計画判定で地震に対して安全な構造となると判定されたもの

事業内容 耐震改修工事費の補助

補助対象経費の４４．８％を限度

実施期間 平成２８年７月１日～

補助対象
条　　件
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〈５－２ 啓発及び知識の普及に関する施策〉

市では、耐震改修等に関する知識の普及を図るとともに、市民の地震に対する防災意識

の啓発に努めます。

（１）防災意識の普及啓発

平成２７年度に、市民自らが自然災害に備えられるよう、日頃の防災への備えや、災

害発生時にとるべき応急活動、避難行動をわかりやすく解説した「渋川市ハザードマッ

プ」を市内全戸に配布しました。さらに平成３１年度には、1000 年に一度の大雨によ

り利根川等が氾濫した場合に想定される浸水想定区域等を示した「洪水ハザードマップ」

を市内全戸に配布しています。今後も、自然災害と新たな脅威となった感染症による複

合災害に備え、市民の自助・共助を中心とした防災意識の啓発に努めます。

また、市が主催する渋川市総合防災訓練において住宅耐震化啓発を目的とした住宅耐

震相談会を実施することで、さらなる耐震化への啓発と防災意識の向上を図ります。

（出典 渋川市危機管理室（旧 防災安全課））
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（２） 自治会等地域活動での啓発

住宅・建築物の耐震化は、地域防災の一部にもなります。そのため、本市では、自治

会等における防災講座において、耐震対策及び耐震診断者による耐震診断などの啓発を

しています。

（３）住宅リフォームに合わせた耐震改修の誘導

住宅内外の改修やバリアフリー化、設備の更新等を目的としたリフォーム工事の際に

耐震改修工事を併せて行うことは、費用や手間の面で効果的です。

リフォームに関する情報提供や耐震改修事例等の紹介を行うなどして、リフォームに

併せた耐震改修が行われるよう啓発していきます。

一般財団法人 日本建築防災協会

パンフレット

渋川市建築住宅課 耐震啓発のぼり旗

国土交通省住宅局 パンフレット
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〈５－３ 耐震化促進のための環境整備〉

（１）安心して相談できる環境の整備

市民や建築物所有者等が地域の安全や所有する建築物の耐震性、建築物の耐震化に関

する様々な疑問を適切に解決できるよう引き続き相談窓口を設置し、相談内容に適切に

応じられるよう、関連部署との連携を図ります。また、専門的事項に対応できるよう群

馬県との協力体制を強化します。

耐震改修が必要な所有者等に対し、改修費用や建替え費用、維持管理費等の客観的な

判断材料の提供も合わせた相談・紹介体制の更なる向上に努めます。

（２）耐震化の普及に向けた技術者の育成

各行政庁間の意見交換や技術研修を通して耐震化の専門的知識を有する担当職員の育

成を図り、各種相談に対応できるように努めます。

また、（一財）日本建築防災協会等が主催する耐震診断、耐震改修の講習会等の周知を

建築士に対して行い、技術者の育成に努めます。

（３）耐震化の円滑な推進のための措置

平成２５年法改正により、耐震改修を円滑に推進するための措置が講じられています。

ア 耐震改修工事に係る容積率、建ぺい率等の緩和

建築物の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を受けることにより、耐震改修

でやむを得ず増築するものについて、容積率・建ぺい率の特例措置が認められます。

イ 建築物の地震に対する安全性の表示制度

建築物の所有者は、所管行政庁から建築物が地震に対する安全性に係る基準に適合し

ている旨の認定を受けることができます。認定を受けた建築物は、広告等に認定を受け

たことを表示することができます。

ウ 区分所有建築物（マンションなど）の議決要件

の緩和

耐震診断を行った区分所有建築物の管理者等は、

所管行政庁から当該区分所有建築物が耐震改修を

行う必要がある旨の認定を受けることができます。

認定を受けた区分所有建築物は区分所有法（建物

の区分所有等に関する法律第１７条）に規定する

共有部分の変更決議が、３／４以上から１／２超

（過半数）に緩和されます。

建築物の地震に対する安全性の表示

「基準適合認定建築物」
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〈５－４ 総合的な安全対策に関する取組〉

（１）ブロック塀等の安全対策

平成３０年の大阪府北部を震源とする地震では、耐震対策が不十分なブロック塀の倒

壊により被害が発生しました。近年の地震でもブロック塀の倒壊は依然として発生して

います。これらは、死傷者が出ることに加えて、道路を塞ぎ、避難や救急・救命活動を

妨げることから、ブロック塀や屋外広告物等の点検活動の推進、危険なブロック塀の補

強、生垣等への改善又は倒壊防止の安全対策を行うよう、安全な設置方法等の普及・啓

発を行っていきます。

市有施設の道路に面するブロック塀については、すべての施設において、危険な箇所

の撤去又は改修をしています。今後も、定期的に点検を行い、安全対策を図ります。

また、更なる耐震化推進のために、避難路※沿道の危険ブロック塀等については、避

難や救助活動の妨げとなることから、除却費用の一部を補助する危険ブロック塀等除却

事業を実施します。（P３６参照）

※避難路：建築基準法第 42 条で定義される道路（ブロック塀等安全確保に関する事業

に係わる避難路）

図表５－１ ブロック塀等の点検チェックポイント（国土交通省）

（２）屋根瓦、窓ガラス、天井、外壁等の非構造部材の脱落防止対策

市街地で人の通行が多い沿道の建築物や避難路沿いにある建築物の屋根瓦、窓ガラス、

天井の地震対策、外壁に使われているタイルや屋外広告物等の脱落防止対策等について、

建築物の所有者、管理者等に対し安全対策措置を講じるよう、啓発・指導を行います。
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建築基準法の改正により、脱落によって重大な危険を生ずるおそれがある天井（特定

天井）についての基準が定められ、大規模空間を持つ建築物の天井は脱落防止対策を講

じなければなりません。また、屋根瓦について台風被害により住宅の屋根瓦等に大きな

被害が発生したことから、建築物の屋根瓦の緊結方法が改正されました。

このことから、建築物の主構造ではなく、非構造部分の耐震化も合わせて周知、啓発

を図ります。

（３）エレベーターの閉じ込め防止対策

国における「エレベーターの地震防災対策の推進について」の基本的な考え方を踏ま

え、所有者、管理者等へ積極的に周知を図り、建築基準法によるエレベーターの定期検

査の機会を捉えて、現行指針に適合しないエレベーターについて、

①エレベーターの耐震安全性の確保

②地震時管制運転装置の設置

③閉じ込めが生じた場合に早期に救出できる体制整備

④平常時における地震時のエレベーターの運行方法等の情報提供や地震時の閉じ込め

が生じた際におけるかご内や乗り場での適切な情報提供

など、地震時のリスク等を建物所有者に周知し、安全性の確保に努めていきます。

また、平常時から乗り場やかご内における掲示、地域の防災訓練の活用等により、地

震時のエレベーターの運行方法や閉じ込められた場合の対処方法などについて、県と連

携しながらパンフレット等により利用者に周知していきます。

（４）給湯設備、家具等の転倒防止対策

建築物の耐震化が実施されても、給湯設備や家具等の転倒防止対策が行われていない

場合、死傷の原因となったり、避難等に支障が生じたりすることが考えられます。

そのため、だれでもすぐに取り組める地震対策として、それらの転倒防止対策につい

て、パンフレット等の配布により市民に周知するとともに、効果的な固定方法の普及・

啓発を行っていきます。

（５）がけ崩れ等による建築物の被害の軽減対策

群馬県では、土砂災害から市民の生命を守るために、土砂災害の発生するおそれのあ

る区域を明らかにする土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域及び急傾斜地崩壊危険

区域を指定しました。

本市では、今後も群馬県や関係機関が行っている土砂災害防止法に基づく規制・勧告、

支援策などの周知や、建築確認申請時における指導などに取り組んでいきます。

（６）長周期地震動対策

本市では、３大都市圏等と比較して長周期地震の影響を受ける建築物はまれですが、

南海トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動に関する報告書（平成２７年１２月）を

踏まえて、超高層建築物や免震建築物で災害に遭遇した場合の注意点や、対策などに関

して所管行政庁と連携して、周知・啓発や情報提供に努めます。
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《第６章 耐震改修を促進するための指導や命令等》

〈６－１ 耐震改修促進法に基づく耐震診断及び耐震改修の指導・助言等の実施〉

本市は、特定既存耐震不適格建築物の耐震化を促進するため、優先的に指導を行うべき

建築物の選定について県と連携するとともに、所管行政庁※が実施する対象建築物の所有

者に対する指導及び助言、公表等について協力します。

※ 所管行政庁：建築基準法第 6 条第１項第１号から第３号の建築物については群馬県、同法第６条第１

項第４号の建築物については渋川市となります。

法第６条第１項第４号の建築物：一般的な用途で、木造２階建て以下かつ延べ面積５００㎡以下の建

築物又は木造以外の平家建てかつ延べ面積２００㎡以下の建築物をいいます。

（１）対象建築物

耐震改修促進法に基づき、すべての既存耐震不適格建築物の所有者に対する指導・助

言を行っていきます。

また、要緊急安全確認大規模建築物及び要安全確認計画記載建築物（耐震診断義務付

け対象建築物）については、指示及び結果の公表を行います。

耐震改修促進法における耐震診断及び耐震改修の「指導・助言」、「指示（公表）」、

「義務付け（結果の公表）」の対象建築物の要件は次のとおりです。

図表６－１ 耐震改修促進法による耐震診断及び耐震改修の指導等の対象建築物

項目 対象建築物

指導・助言
　（耐震改修促進法第16条）

■すべての既存耐震不適格建築物

■多数の者が利用する建築物及び避難弱者が利用する建築物のうち一定
規模以上のもの

■都道府県又は市が指定する避難路沿道建築物

■一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち一定規模以上の
もの

※指示を受けた所有者が正当な理由なく、その指示に従わなかった場
合、公表の対象となる。（耐震改修促進法第15条第3項）

■要緊急安全確認大規模建築物（耐震改修促進法附則第3条）

・病院、店舗、旅館等の多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホー
ム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの

・一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場のうち大規模なもの

■要安全確認計画記載建築物

・県又は市が指定する緊急輸送道路等の避難路沿道建築物（建築物に附
属するブロック塀等を対象に含む）

・県又は市が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築物

指示・公表
（耐震改修促進法第15条第2項）

耐震診断義務付け・結果の公表
（耐震改修促進法第7条）
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（２）指導・助言・指示・公表・命令の流れ

ア 指導及び助言の実施（耐震改修促進法第１５条第１項）

所管行政庁は、すべての特定既存耐震不適格建築物の所有者に対して、耐震診断・

耐震改修が必要と認めた場合は、当該特定既存耐診不適格建築物の所有者に対して必

要な指導及び助言を行います。具体的には、所有者に対する啓発文書を送付するとと

もに、建築基準法に基づく建築確認や定期報告などの機会を利用して指導及び助言を

行います。

イ 指示の実施（耐震改修促進法第１５条第２項）

所管行政庁は、一定規模以上の特定既存耐震不適格建築物について、地震に対する

安全性の向上を図るために必要な耐震診断・耐震改修が実施されないと認めるときは、

当該特定既存耐診不適格建築物の所有者に対して、具体的な事項を記載した文書を交

付して指示を行います。

ウ 公表の実施（耐震改修促進法第１５条第３項）

指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が正当な理由がなく指示に従わず、

必要な耐震診断、耐震改修を実施しない場合、所管行政庁はその旨の公表を行います。

なお、公表にあたっては、当該指示に従わずに耐震診断・耐震改修が行われないこと

が、その利用者や周辺住民に対する危険性を明確にしたうえで実施します。

エ 建築物等の維持保全の指導及び助言（建築基準法第 9 条の４）

建築物の敷地、構造又は建築設備について、損傷、腐食その他の劣化が生じ、その

まま放置すれば保安上危険となり、又は衛生上有害となるおそれがあると認める場合、

当該建築物又は敷地の所有者等に対して、修繕、防腐措置その他維持保全に関し必要

な指導及び助言を行います。

オ 除却、改築、修繕等の命令（建築基準法第 10 条第 3 項）

上記の措置を行ったにもかかわらず、当該所有者が耐震改修等を行わない場合、構

造耐力上主要な部分の地震に対する安全性について著しく保安上危険であると認めら

れる建築物の所有者等に対して、特定行政庁は、速やかに当該建築物の除却、改築、

修繕等を行うよう命令を行います。

カ 除却、改築又は修繕の勧告及び命令（建築基準法第１０条第１項、第 2 項）

さらに、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険と

なるおそれがあると認められる建築物については、当該建築物の除却、改築、修繕等

を行うよう勧告やその勧告に係る措置をとるよう命令を行います。

なお、勧告や命令を行うにあたっては、耐震診断・耐震改修を行わないことが、そ

の利用者や周辺住民の生命や財産を守るうえでいかに危険であるかとの周知を図りま

す。
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図表６－２ 耐震改修促進法に基づく既存耐震不適格建築物に対する指導等の流れ

耐震診断及び耐震改修に関する指導等の流れ

← →

← →

← →

建築物の所有者に対して指導及び助言
（耐震改修促進法第12条第1項、第15条第1項、第16条第2項、附則第3

条第5項）

指導
助言

指示

公表

政令で定める規模以上のもの
（耐震改修促進法第12条第2項、第15条第2項、附則第3条第5

項）

勧告
命令

◆耐震診断・耐震改修の実施

著しく保安上危険・衛生上有害となるおそ
れがあると認められる場合

（建築基準法第10条）

正当な理由がなく指示に従わなかった場合
（耐震改修促進法第12条第3項、第15条第4項、

附則第3条第5項）

耐
震
改
修
促
進
法

建
築
基
準
法
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《第７章 その他耐震改修等を促進するための事項》

〈７－１ 国及び群馬県との連携に関する事項〉

国が定めた「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」を踏ま

えるとともに、県が策定した県計画の整合に配慮して、本計画を進めます。

また、国及び県が行う補助、融資、税制等の支援制度を活用するとともに、県との連携

を図りながら、耐震化の支援等を進めていきます。

〈７－２ 計画の進行と管理〉

令和１３年度における耐震化の目標達成に向けて、定期的に住宅や民間の多数の者が利

用する建築物、市有建築物等の耐震化の進捗状況や、普及・啓発にかかる施策の実施状況

等を確認することにより、以下の進行管理を行います。

①住宅の耐震化率

・耐震診断、耐震改修支援による耐震化の実績や建替え、解体状況等から現状を把握

します。

②民間の多数の者が利用する建築物の耐震化率

・所管行政庁である群馬県と連携することによる耐震化支援の実績や建替え、解体状

況等から現状を把握します。

③市有建築物の耐震化率

・市有特定既存耐震不適格建築物は、目標の達成に向けて進捗状況を定期的に確認し

現状を把握します。

〈７－３ 推進体制〉

図表７－１ 耐震化の推進体制

［支援］

　　国　　　　　［連携］　　　　　　　　　

耐震改修促進法

基本的な方針

補助金

税制優遇

情報提供

　　県　　　　　　　　［連携］

県耐震改修促進計画

市町村向け補助金

情報提供

指導助言・指示・公表

　市

市耐震改修
促進計画

周知・啓
発・相談

補助金／支
援

情報提供
指導助言・
指示・公表

の連携

　住宅・建築物所有者等

•ステップ１：耐震相談

•ステップ２：耐震診断　

•ステップ３：耐震改修工事　
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資料編

【資料－１】 特定建築物の一覧表

表１－１ 耐震改修促進法における特定既存耐震不適格建築物等の要件一覧表

特定既存耐震不適格建築物の要件
（法第14条　第1号～第3号）

指示対象となる特定既存耐震不適
格建築物の要件（法第15条）

　耐震診断義務付け対象建築物
　の要件（附則第3条）

小学校、中学
校、中等教育学
校の前期課程、
特別支援学校

階数2以上かつ1,000㎡以上（屋
内運動場の面積含む。）

階数2以上かつ1,500㎡以上（屋
内運動場の面積含む。）

階数2以上かつ3,000㎡以上（屋
内運動場の面積含む。）

上記以外の学校 階数3以上かつ1,000㎡以上

階数1以上かつ1,000㎡以上 階数1以上かつ2,000㎡以上 階数1以上かつ5,000㎡以上

階数2以上かつ500㎡以上 階数2以上かつ750㎡以上 階数2以上かつ1,500㎡以上

政令で定める数量以上の危険物を
貯蔵又は処理する全ての建築物
〔表１－３ 〕

500㎡以上

階数1以上かつ5,000㎡以上（敷
地境界線から一定距離以内に存す
る建築物に限る。）

耐震改修促進計画で指定する避難
路の沿道建築物であって前面道路
幅員の1/2超の高さの建築物（道
路幅員が12m以下の場合は6m
超）

左に同じ 耐震改修促進計画で指定する重要
な避難路の沿道建築物であって、
前面道路幅員の1/2超の高さの建
築物（道路幅員が12m以下の場
合は6m超）

耐震改修促進計画で指定する大規
模な地震が発生した場合において
その利用を確保することが公益上
必要な、病院、官公署、災害応急
対策に必要な施設等の建築物

防災拠点である建築物

卸売市場

用途

学　　校

体育館（一般公共の用に供されるもの）

ボーリング場、スケート場、水泳場その他
これらに類する運動施設

幼稚園、保育園

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉ホー
ムその他これらに類するもの

避難路沿道建築物

博物館、美術館、図書館

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する
建築物

保健所、税務署その他これらの類する公益
上必要な建築物

階数3以上かつ5,000㎡以上

病院、診療所

劇場、観覧場、映画館、演芸場

集会場、公会堂

展示場

階数3以上かつ1,000㎡以上

階数3以上かつ2,000㎡以上

百貨店、マーケットその他物品販売業を営
む店舗

階数3以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上

ホテル、旅館

賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎、
下宿

事務所

階数2以上かつ1,000㎡以上 階数2以上かつ2,000㎡以上 階数2以上かつ5,000㎡以上老人福祉センター、児童厚生施設、身体障
害者福祉センターその他これらに類するも
の

階数3以上かつ1,000㎡以上

階数3以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上

遊技場

公衆浴場

飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラ
ブ、ダンスホールその他これらに類するも
の

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これ
らに類するサービス業を営む店舗

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用途に
供する建築物を除く。）

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発
着場を構成する建築物で旅客の乗降または
待合の用に供するもの

階数3以上かつ2,000㎡以上 階数3以上かつ5,000㎡以上自動車車庫その他の自動車又は自転車の停
留又は駐車のための施設

法14条第1号

要緊急安全確認

大規模建築物

法14条第2号

法14条第3号

要安全確認

計画記載建築物

法7条第1～3号

避難路沿道建築物

多数の者が利用する建築物

法附則3条第1項

危険物の貯蔵場等
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表１－２ 危険物の貯蔵の用途に供する特定既存耐震不適格建築物（法第１４条第２号）

危険物の種類 危険物の数量

（１）火薬類（法律で規定）

イ　火薬 １０ｔ

ロ　爆薬 ５ｔ

ハ　工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 ５０万個

ニ　銃用雷管 ５００万個

ホ　実包若しくは空砲、信管若しくは
　　火管又は電気導火線

５万個

ヘ　導爆線又は導火線 ５００ｋｍ

ト　信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 ２ｔ

チ　その他の火薬を使用した火工品 １０ｔ

リ　その他の爆薬を使用した火工品 ５ｔ

（２）消防法第２条第７項に規定する危険物
　　（石油類を除く。）

危険物の規制に関する政令別表第３の類別の欄
に掲げる類、品名の欄に掲げる品名及び性質の
欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指定数
量の欄に定める数量の１０倍の数量

（３）危険物の規制に関する政令別表第４
　　　備考第６号に規定する可燃性固体類

３０ｔ

（４）危険物の規制に関する政令別表第４
　　　備考第８号に規定する可燃性液体類

２０㎥

（５）マッチ ３００マッチトン（※）

（６）可燃性のガス
　　〔（７）及び（８）を除く〕

２万㎥

（７）圧縮ガス ２０万㎥
（８）液化ガス ２，０００ｔ

（９）毒物及び劇物取締法第２条第１項に
　　　規定する毒物
　　（液体又は気体のものに限る。）

２０ｔ

（１０）毒物及び劇物取締法第２条第２項に
　　　規定する毒物
　　（液体又は気体のものに限る。）

２００ｔ

※１マッチトンは、並型マッチ（56mm×36mm×17mm）で7,200個、約120kg
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【資料－２】 関係法令等

（１）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針・・・５１

（２）建築物の耐震改修の促進に関する法律・・・・・・・・・・・・・・・５８

（３）建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令・・・・・・・・・・・・６４

（４）建築基準法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８

（５）建築基準法施行令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８
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（１）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針

発令 平成 18 年 1 月 25 日 告示第 184 号
最終改正 令和 3 年 12 月 21 日 告示第 1537 号

平成七年一月の阪神・淡路大震災では、地震により六千四百三十四人の尊い命が奪われた。この
うち地震による直接的な死者数は五千五百二人であり、さらにこの約九割の四千八百三十一人が住
宅・建築物の倒壊等によるものであった。この教訓を踏まえて、建築物の耐震改修の促進に関する
法律(以下「法」という。)が制定された。

しかし近年、平成十六年十月の新潟県中越地震、平成十七年三月の福岡県西方沖地震、平成二十
年六月の岩手・宮城県内陸地震、平成二十八年四月の熊本地震、平成三十年九月の北海道胆振東部
地震など大地震が頻発しており、特に平成二十三年三月に発生した東日本大震災は、これまでの想
定をはるかに超える巨大な地震・津波により、一度の災害で戦後最大の人命が失われるなど、甚大
な被害をもたらした。また、東日本大震災においては、津波による沿岸部の建築物の被害が圧倒的
であったが、内陸市町村においても建築物に大きな被害が発生した。さらに、平成三十年六月の大
阪府北部を震源とする地震においては塀に被害が発生した。このように、我が国において、大地震
はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっている。また、南海トラフ地震、
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震及び首都直下地震については、発生の切迫性が指摘され、ひと
たび地震が発生すると被害は甚大なものと想定されており、特に、南海トラフ巨大地震については、
東日本大震災を上回る被害が想定されている。

建築物の耐震改修については、建築物の耐震化緊急対策方針(平成十七年九月中央防災会議決定)
において、全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊急課題」とされるとともに、南海トラフ
地震防災対策推進基本計画(令和三年五月中央防災会議決定)において、十年後に死者数をおおむね
八割、建築物の全壊棟数をおおむね五割、被害想定から減少させるという目標の達成のため、重点
的に取り組むべきものとして位置づけられているところである。また、首都直下地震緊急対策推進
基本計画(平成二十七年三月閣議決定)においては、十年後に死者数及び建築物の全壊棟数を被害想
定から半減させるという目標の達成のため、あらゆる対策の大前提として強力に推進すべきものと
して位置づけられているところである。特に切迫性の高い地震については発生までの時間が限られ
ていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実施することが求められている。

この告示は、このような認識の下に、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、基本的
な方針を定めるものである。
一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項

1 国、地方公共団体、所有者等の役割分担
住宅・建築物の耐震化の促進のためには、まず、住宅・建築物の所有者等が、地域防災対

策を自らの問題、地域の問題として意識して取り組むことが不可欠である。国及び地方公共団
体は、こうした所有者等の取組をできる限り支援するという観点から、所有者等にとって耐震
診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制度の構築など必要な施策を
講じ、耐震改修の実施の阻害要因となっている課題を解決していくべきである。

2 公共建築物の耐震化の促進
公共建築物については、災害時には学校は避難場所等として活用され、病院では災害によ

る負傷者の治療が、国及び地方公共団体の庁舎では被害情報収集や災害対策指示が行われるな
ど、多くの公共建築物が応急活動の拠点として活用される。このため、平常時の利用者の安全
確保だけでなく、災害時の拠点施設としての機能確保の観点からも公共建築物の耐震性確保が
求められるとの認識のもと、強力に公共建築物の耐震化の促進に取り組むべきである。具体的
には、国及び地方公共団体は、各施設の耐震診断を速やかに行い、耐震性に係るリストを作成
及び公表するとともに、構造耐力上主要な部分に加え、非構造部材及び建築設備に係るより高
い耐震性の確保に配慮しつつ、整備目標及び整備プログラムの策定等を行い、計画的かつ重点
的な耐震化の促進に積極的に取り組むべきである。

また、公共建築物について、法第二十二条第三項の規定に基づく表示を積極的に活用すべ
きである。

3 法に基づく指導等の実施
所管行政庁は、法に基づく指導等を次のイからハまでに掲げる建築物の区分に応じ、それ

ぞれ当該イからハまでに定める措置を適切に実施すべきである。
イ 耐震診断義務付け対象建築物

法第七条に規定する要安全確認計画記載建築物については、所管行政庁は、その所有者
に対して、所有する建築物が耐震診断の実施及び耐震診断の結果の報告義務の対象建築物



52

となっている旨の十分な周知を行い、その確実な実施を図るべきである。また、期限まで
に耐震診断の結果を報告しない所有者に対しては、個別の通知等を行うことにより、耐震
診断結果の報告をするように促し、それでもなお報告しない場合にあっては、法第八条第
一項の規定に基づき、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、耐震診断の結果の報告を
行うべきことを命ずるとともに、その旨を公報、ホームページ等で公表すべきである。

法第九条(法附則第三条第三項において準用する場合を含む。)の規定に基づく報告の内
容の公表については、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則(平成七年建設省令第
二十八号。以下「規則」という。)第二十二条(規則附則第三条において準用する場合を含む。)
の規定により、所管行政庁は、当該報告の内容をとりまとめた上で公表しなければならな
いが、当該公表後に耐震改修等により耐震性が確保された建築物については、公表内容に
その旨を付記するなど、迅速に耐震改修等に取り組んだ建築物所有者が不利になることの
ないよう、営業上の競争環境等にも十分に配慮し、丁寧な運用を行うべきである。

また、所管行政庁は、報告された耐震診断の結果を踏まえ、耐震診断義務付け対象建築
物(法第七条に規定する要安全確認計画記載建築物及び法附則第三条第一項に規定する要緊
急安全確認大規模建築物をいう。以下同じ。)の所有者に対して、法第十二条第一項(法附則
第三条第三項において準用する場合を含む。)の規定に基づく指導及び助言を実施すべきで
ある。また、指導に従わない者に対しては同条第二項の規定に基づき必要な指示を行い、
正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公報、ホームページ等を通
じて公表すべきである。

さらに、指導・助言、指示等を行ったにもかかわらず、当該耐震診断義務付け対象建築
物の所有者が必要な対策をとらなかった場合には、所管行政庁は、構造耐力上主要な部分
の地震に対する安全性について著しく保安上危険であると認められる建築物(別添の建築物
の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項(以下「技術指針事項」
という。)第一第一号又は第二号の規定により構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性
を評価した結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高いと判断
された建築物をいう。以下同じ。)については速やかに建築基準法(昭和二十五年法律第二百
一号)第十条第三項の規定に基づく命令を、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置
すれば著しく保安上危険となるおそれがあると認められる建築物については、同条第一項
の規定に基づく勧告や同条第二項の規定に基づく命令を行うべきである。

ロ 指示対象建築物
法第十五条第二項に規定する特定既存耐震不適格建築物(以下「指示対象建築物」とい

う。)については、所管行政庁は、その所有者に対して、所有する建築物が指示対象建築物
である旨の周知を図るとともに、同条第一項の規定に基づく指導及び助言を実施するよう
努め、指導に従わない者に対しては同条第二項の規定に基づき必要な指示を行い、正当な
理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公報、ホームページ等を通じて公
表すべきである。

また、指導・助言、指示等を行ったにもかかわらず、当該指示対象建築物の所有者が必
要な対策をとらなかった場合には、所管行政庁は、構造耐力上主要な部分の地震に対する
安全性について著しく保安上危険であると認められる建築物については速やかに建築基準
法第十条第三項の規定に基づく命令を、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置す
れば著しく保安上危険となるおそれがあると認められる建築物については、同条第一項の
規定に基づく勧告や同条第二項の規定に基づく命令を行うべきである。

ハ 指導・助言対象建築物
法第十四条に規定する特定既存耐震不適格建築物(指示対象建築物を除く。)については、

所管行政庁は、その所有者に対して、法第十五条第一項の規定に基づく指導及び助言を実
施するよう努めるべきである。また、法第十六条第一項に規定する既存耐震不適格建築物
についても、所管行政庁は、その所有者に対して、同条第二項の規定に基づく指導及び助
言を実施するよう努めるべきである。

4 計画の認定等による耐震改修の促進
所管行政庁は、法第十七条第三項の計画の認定、法第二十二条第二項の認定、法第二十五

条第二項の認定について、適切かつ速やかな認定が行われるよう努めるべきである。
国は、これらの認定について、所管行政庁による適切かつ速やかな認定が行われるよう、

必要な助言、情報提供等を行うこととする。
5 所有者等の費用負担の軽減等

耐震診断及び耐震改修に要する費用は、建築物の状況や工事の内容により様々であるが、
相当の費用を要することから、所有者等の費用負担の軽減を図ることが課題となっている。こ
のため、地方公共団体は、所有者等に対する耐震診断及び耐震改修に係る助成制度等の整備や
耐震改修促進税制の普及に努め、密集市街地や緊急輸送道路・避難路沿いの建築物の耐震化を
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促進するなど、重点的な取組を行うことが望ましい。特に、耐震診断義務付け対象建築物につ
いては早急な耐震診断の実施及び耐震改修の促進が求められることから、特に重点的な予算措
置が講じられることが望ましい。国は、地方公共団体に対し、必要な助言、補助・交付金、税
の優遇措置等の制度に係る情報提供等を行うこととする。

また、法第三十二条の規定に基づき指定された耐震改修支援センター(以下「センター」と
いう。)が債務保証業務、情報提供業務等を行うこととしているが、国は、センターを指定し
た場合においては、センターの業務が適切に運用されるよう、センターに対して必要な指導等
を行うとともに、地方公共団体に対し、必要な情報提供等を行うこととする。

さらに、所有者等が耐震改修工事を行う際に仮住居の確保が必要となる場合については、
地方公共団体が、公共賃貸住宅の空室の紹介等に努めることが望ましい。

6 相談体制の整備及び情報提供の充実
近年、悪質なリフォーム工事詐欺による被害が社会問題となっており、住宅・建築物の所

有者等が安心して耐震診断及び耐震改修を実施できる環境整備が重要な課題となっている。特
に、「どの事業者に頼めばよいか」、「工事費用は適正か」、「工事内容は適切か」、「改修の効果
はあるのか」等の不安に対応する必要がある。このため、国は、センター等と連携し、耐震診
断及び耐震改修に関する相談窓口を設置するとともに、耐震診断及び耐震改修の実施が可能な
建築士及び事業者の一覧や、耐震改修工法の選択や耐震診断・耐震改修費用の判断の参考とな
る事例集を作成し、ホームページ等で公表を行い、併せて、地方公共団体に対し、必要な助言、
情報提供等を行うこととする。また、地方公共団体は、耐震診断及び耐震改修に関する窓口を
設置し、所有者等の個別の事情に応じた助言を行うよう努めるべきであるとともに、関連部局、
センター等と連携し、先進的な取組事例、耐震改修事例、一般的な工事費用、専門家・事業者
情報、助成制度概要等について、情報提供の充実を図ることが望ましい。

7 専門家・事業者の育成及び技術開発
適切な耐震診断及び耐震改修が行われるためには、専門家・事業者が耐震診断及び耐震改

修について必要な知識、技術等の更なる習得に努め、資質の向上を図ることが望ましい。国及
び地方公共団体は、センター等の協力を得て、講習会や研修会の開催、受講者の登録・紹介制
度の整備等に努めるものとする。特に、耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断が円滑に行わ
れるよう、国は、登録資格者講習(規則第五条に規定する登録資格者講習をいう。以下同じ。)
の十分な頻度による実施、建築士による登録資格者講習の受講の促進のための情報提供の充実
を図るものとする。

また、簡易な耐震改修工法の開発やコストダウン等が促進されるよう、国及び地方公共団
体は、関係団体と連携を図り、耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を実施することと
する。

8 地域における取組の推進
地方公共団体は、地域に根ざした専門家・事業者の育成、町内会や学校等を単位とした地

震防災対策への取組の推進、NPO との連携や地域における取組に対する支援、地域ごとに関
係団体等からなる協議会の設置等を行うことが考えられる。国は、地方公共団体に対し、必要
な助言、情報提供等を行うこととする。

9 その他の地震時の安全対策
地方公共団体及び関係団体は、ブロック塀等の倒壊防止、屋根瓦、窓ガラス、天井、外壁

等の非構造部材の脱落防止、地震時のエレベーター内の閉じ込め防止、エスカレーターの脱落
防止、給湯設備の転倒防止、配管等の設備の落下防止等の対策を所有者等に促すとともに、自
らが所有する建築物についてはこれらの対策の実施に努めるべきである。さらに、これらの対
策に係る建築基準法令の規定に適合しない建築物で同法第三条第二項の適用を受けているも
のについては、改修の実施及びその促進を図るべきである。また、南海トラフ沿いの巨大地震
による長周期地震動に関する報告(平成二十七年十二月)を踏まえて、長周期地震動対策を推進
すべきである。国は、地方公共団体及び関係団体に対し、必要な助言、情報提供等を行うこと
とする。

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項
1 建築物の耐震化の現状

平成三十年の統計調査に基づき、我が国の住宅については総数約五千三百六十万戸のうち、
約七百万戸(約十三パーセント)が耐震性が不十分であり、耐震化率は約八十七パーセントと推
計されている。この推計では、耐震性が不十分な住宅は、平成十五年の約千百五十万戸から十
五年間で約四百五十万戸減少し、そのうち、耐震改修によるものは十五年間で約七十五万戸と
推計されている。

また、耐震診断義務付け対象建築物のうち、要緊急安全確認大規模建築物については、令
和三年四月一日時点で耐震診断結果が公表されている約一万千棟のうち、約千百棟(約十パー
セント)が耐震性が不十分であり、耐震化率は約九十パーセントである。なお、要安全確認計
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画記載建築物を含めた場合の耐震化率は、約七十三パーセントとなっている。
2 建築物の耐震診断及び耐震改修の目標の設定

南海トラフ地震防災対策推進基本計画、首都直下地震緊急対策推進基本計画及び住生活基
本計画(令和三年三月閣議決定)における目標を踏まえ、令和十二年までに耐震性が不十分な住
宅を、令和七年までに耐震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物を、それぞれおおむね解
消することを目標とする。

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項
建築物の耐震診断及び耐震改修は、既存の建築物について、現行の耐震関係規定に適合してい

るかどうかを調査し、これに適合しない場合には、適合させるために必要な改修を行うことが基
本である。しかしながら、既存の建築物については、耐震関係規定に適合していることを詳細に
調査することや、適合しない部分を完全に適合させることが困難な場合がある。このような場合
には、建築物の所有者等は、技術指針事項に基づいて耐震診断を行い、その結果に基づいて必要
な耐震改修を行うべきである。

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項
建築物の所有者等が、地震防災対策を自らの問題、地域の問題として意識することができるよ

う、地方公共団体は、過去に発生した地震の被害と対策、発生のおそれがある地震の概要と地震
による危険性の程度等を記載した地図(以下「地震防災マップ」という。)、建築物の耐震性能や
免震等の技術情報、地域での取組の重要性等について、関連部局と連携しつつ、町内会等や各種
メディアを活用して啓発及び知識の普及を図ることが考えられる。国は、地方公共団体に対し、
必要な助言及び情報提供等を行うこととする。

また、地方公共団体が適切な情報提供を行うことができるよう、地方公共団体とセンターとの
間で必要な情報の共有及び連携が図られることが望ましい。

五 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の耐震診断及び耐震改
修の促進に関する重要事項
1 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項

イ 都道府県耐震改修促進計画の基本的な考え方
都道府県は、法第五条第一項の規定に基づく都道府県耐震改修促進計画(以下単に「都道

府県耐震改修促進計画」という。)の改定に当たっては、道路部局、防災部局、衛生部局、
観光部局、商工部局、福祉部局、教育委員会等とも連携するとともに、都道府県内の市町
村の耐震化の目標や施策との整合を図るため、市町村と協議会を設置する等の取組を行い
ながら、市町村の区域を超える広域的な見地からの調整を図る必要がある施策等を中心に
見直すことが考えられ、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令の一部を改正する法
令(平成三十年政令第三百二十三号。以下「改正令」という。)の施行に伴う改定を行ってい
ない都道府県にあっては、改正令の趣旨を踏まえ、できるだけ速やかに改定すべきである。

また、都道府県耐震改修促進計画に基づく施策が効果的に実現できるよう、その改定に
当たっては、法に基づく指導・助言、指示等を行う所管行政庁と十分な調整を行うべきで
ある。

なお、都道府県は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、都道府
県耐震改修促進計画の見直しを行うことが望ましい。

ロ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標
都道府県耐震改修促進計画においては、二 2 の目標を踏まえ、各都道府県において想定

される地震の規模、被害の状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、目標を定めることと
する。なお、都道府県は、定めた目標について、一定期間ごとに検証すべきである。特に
耐震診断義務付け対象建築物については、早急に耐震化を促進すべき建築物である。この
ため、都道府県耐震改修促進計画に法第五条第三項第一号及び第二号に定める事項を記載
する場合においては早期に記載するとともに、二 2 の目標を踏まえ、耐震診断義務付け対
象建築物の耐震化の目標を設定すべきである。また、耐震診断結果の報告を踏まえ、耐震
化の状況を検証すべきである。

さらに、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、可能な限り
用途ごとに目標を設定すべきである。このため、国土交通省は関連省庁と連携を図り、都
道府県に対し、必要な助言及び情報提供を行うこととする。

ハ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策
都道府県耐震改修促進計画においては、都道府県、市町村、建築物の所有者等との役割

分担の考え方、実施する事業の方針等基本的な取組方針について定めるとともに、具体的
な支援策の概要、安心して耐震改修等を行うことができるようにするための環境整備、地
震時の総合的な安全対策に関する事業の概要等を定めることが望ましい。

また、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、耐震診断を行
い、その結果の公表に取り組むとともに、重点化を図りながら着実な耐震化を推進するた
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め、具体的な整備プログラム等を作成することが望ましい。
法第五条第三項第一号の規定に基づき定めるべき公益上必要な建築物は、地震時におけ

る災害応急対策の拠点となる施設や避難所となる施設等であるが、例えば庁舎、病院、学
校の体育館等の公共建築物のほか、病院、ホテル・旅館、福祉施設等の民間建築物のうち、
災害対策基本法(昭和三十六年法律第二百二十三号)第二条第十号に規定する地域防災計画
や防災に関する計画等において、大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保す
ることが公益上必要な建築物として定められたものについても、積極的に定めることが考
えられる。なお、公益上必要な建築物を定めようとするときは、法第五条第四項の規定に
基づき、あらかじめ、当該建築物の所有者等の意見を勘案し、例えば特別積合せ貨物運送
以外の一般貨物自動車運送事業の用に供する施設である建築物等であって、大規模な地震
が発生した場合に公益上必要な建築物として実際に利用される見込みがないものまで定め
ることがないよう留意すべきである。

法第五条第三項第二号又は第三号の規定に基づき定めるべき道路は、沿道の建築物の倒
壊によって緊急車両の通行や住民の避難の妨げになるおそれがある道路であるが、例えば
緊急輸送道路、避難路、通学路等避難場所と連絡する道路その他密集市街地内の道路等を
定めることが考えられる。特に緊急輸送道路のうち、市町村の区域を越えて、災害時の拠
点施設を連絡する道路であり、災害時における多数の者の円滑な避難、救急・消防活動の
実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から重要な道路については、沿道の建築物の耐
震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。

このうち、現に相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を
通過する道路、公園や学校等の重要な避難場所と連絡する道路その他の地域の防災上の観
点から重要な道路については、同項第二号の規定に基づき早期に通行障害建築物の耐震診
断を行わせ、耐震化を図ることが必要な道路として定めることが考えられる。

また、通学路等の沿道のブロック塀等の実態把握を進め、住民の避難等の妨げとなるお
それの高い道路についても、沿道のブロック塀等の耐震化を図ることが必要な道路として
定めるべきである。

改正令の施行の際、現に同号の規定に基づき通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建
築物であるものに限る。以下同じ。)に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項が都
道府県耐震改修促進計画に記載されている場合においては、必要に応じて、当該都道府県
耐震改修促進計画を速やかに改定し、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令(平成七
年政令第四百二十九号)第四条第二号に規定する組積造の塀に係る耐震診断の結果の報告の
期限に関する事項を別に記載すべきである。ただし、やむを得ない事情により当該都道府
県耐震改修促進計画を速やかに改定することが困難な場合においては、改正令の施行の際
現に法第五条第三項第二号の規定に基づき当該都道府県耐震改修促進計画に記載されてい
る通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項は、建
築物の耐震改修の促進に関する法律施行令第四条第一号に規定する建築物に係るものであ
るとみなす。また、同条第二号に規定する組積造の塀については、規則第四条の二の規定
により、地域の実情に応じて、都道府県知事が耐震診断義務付け対象建築物となる塀の長
さ等を規則で定めることができることに留意すべきである。

さらに、同項第四号の規定に基づく特定優良賃貸住宅に関する事項は、法第二十八条の
特例の適用の考え方等について定めることが望ましい。

加えて、同項第五号の規定に基づく独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社(以
下「機構等」という。)による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項は、機構
等が耐震診断及び耐震改修を行う地域、建築物の種類等について定めることが考えられる。
なお、独立行政法人都市再生機構による耐震診断及び耐震改修の業務及び地域は、原則と
して都市再生に資するものに限定するとともに、地域における民間事業者による業務を補
完して行うよう留意する。

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及
都道府県耐震改修促進計画においては、四を踏まえ、個々の建築物の所在地を識別可能

とする程度に詳細な地震防災マップの作成について盛り込むとともに、相談窓口の設置、
パンフレットの作成・配布、セミナー・講習会の開催、耐震診断及び耐震改修に係る情報
提供等、啓発及び知識の普及に係る事業について定めることが望ましい。特に、地震防災
マップの作成及び相談窓口の設置は、都道府県内の全ての市町村において措置されるよう
努めるべきである。

また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のため
の啓発活動や危険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に
応じ、市町村との役割分担のもと、町内会や学校等との連携策についても定めるべきであ
る。
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ホ 建築基準法による勧告又は命令等の実施
法に基づく指導・助言、指示等について、所管行政庁は、優先的に実施すべき建築物の

選定及び対応方針、公表の方法等について定めることが望ましい。
また、所管行政庁は、法第十二条第三項(法附則第三条第三項において準用する場合を含

む。)又は法第十五条第三項の規定による公表を行ったにもかかわらず、建築物の所有者が
耐震改修を行わない場合には、建築基準法第十条第一項の規定による勧告、同条第二項又
は第三項の規定による命令等を実施すべきであり、その実施の考え方、方法等について定
めることが望ましい。

2 市町村耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項
イ 市町村耐震改修促進計画の基本的な考え方

平成十七年三月に中央防災会議において決定された地震防災戦略において、東海地震及
び東南海・南海地震の被害を受けるおそれのある地方公共団体については地域目標を定め
ることが要請され、その他の地域においても減災目標を策定することが必要とされている。
こうしたことを踏まえ、法第六条第一項において、基礎自治体である市町村においても、
都道府県耐震改修促進計画に基づき、市町村耐震改修促進計画を定めるよう努めるものと
されたところであり、可能な限り全ての市町村において市町村耐震改修促進計画が策定さ
れることが望ましい。

市町村耐震改修促進計画の策定及び改定に当たっては、道路部局、防災部局、衛生部局、
観光部局、商工部局、福祉部局、教育委員会等とも連携するとともに、都道府県の耐震化
の目標や施策との整合を図るため、都道府県と協議会を設置する等の取組を行いながら、
より地域固有の状況に配慮して作成することが考えられ、改正令の施行前に市町村耐震改
修促進計画を策定しているが、改正令の施行に伴う改正を行っていない市町村は、改正令
の趣旨を踏まえ、できるだけ速やかに改定すべきである。

また、市町村耐震改修促進計画に基づく施策が効果的に実現できるよう、法に基づく指
導、助言、指示等を行う所管行政庁と十分な調整を行うべきである。

なお、市町村は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、市町村耐
震改修促進計画の見直しを行うことが望ましい。

ロ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標
市町村耐震改修促進計画においては、都道府県耐震改修促進計画の目標を踏まえ、各市

町村において想定される地震の規模、被害の状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、目
標を定めることを原則とする。なお、市町村は、定めた目標について、一定期間ごとに検
証すべきである。特に耐震診断義務付け対象建築物については、早急に耐震化を促進すべ
き建築物である。このため、市町村耐震改修促進計画に法第六条第三項第一号に定める事
項を記載する場合においては早期に記載するとともに、二 2 の目標を踏まえ、耐震診断義
務付け対象建築物の耐震化の目標を設定すべきである。また、耐震診断の結果の報告を踏
まえ、耐震化の状況を検証すべきである。

さらに、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、可能な限り
用途ごとに目標を設定すべきである。このため、国土交通省は関係省庁と連携を図り、市
町村に対し、必要な助言及び情報提供を行うこととする。

ハ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策
市町村耐震改修促進計画においては、都道府県、市町村、建築物の所有者等との役割分

担の考え方、実施する事業の方針等基本的な取組方針について定めるとともに、具体的な
支援策の概要、安心して耐震改修等を行うことができるようにするための環境整備、地震
時の総合的な安全対策に関する事業の概要等を定めることが望ましい。

また、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、耐震診断を行
い、その結果の公表に取り組むとともに、重点化を図りながら着実な耐震化を推進するた
め、具体的な整備プログラム等を作成することが望ましい。

法第六条第三項第一号又は第二号の規定に基づき定めるべき道路は、沿道の建築物の倒
壊によって緊急車両の通行や住民の避難の妨げになるおそれがある道路であるが、例えば
緊急輸送道路、避難路、通学路等避難場所と連絡する道路その他密集市街地内の道路等を
定めることが考えられる。特に緊急輸送道路のうち、市町村の区域内において、災害時の
拠点施設を連絡する道路であり、災害時における多数の者の円滑な避難、救急・消防活動
の実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から重要な道路については、沿道の建築物の
耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。

このうち、現に相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を
通過する道路、公園や学校等の重要な避難場所と連絡する道路その他の地域の防災上の観
点から重要な道路については、同項第一号の規定に基づき早期に沿道の建築物の耐震化を
図ることが必要な道路として定めることが考えられる。
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また、通学路等の沿道のブロック塀等の実態把握を進め、住民の避難等の妨げとなるお
それの高い道路についても、沿道のブロック塀等の耐震化を図ることが必要な道路として
定めるべきである。

改正令の施行の際、現に同号の規定に基づき通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震
診断の結果の報告の期限に関する事項が市町村耐震改修促進計画に記載されている場合に
おいては、必要に応じて、当該市町村耐震改修促進計画を速やかに改定し、建築物の耐震
改修の促進に関する法律施行令第四条第二号に規定する組積造の塀に係る耐震診断の結果
の報告の期限に関する事項を別に記載すべきである。ただし、やむを得ない事情により当
該市町村耐震改修促進計画を速やかに改定することが困難な場合においては、改正令の施
行の際現に法第六条第三項第一号の規定に基づき当該市町村耐震改修促進計画に記載され
ている通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項は、
建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令第四条第一号に規定する建築物に係るもので
あるとみなす。また、同条第二号に規定する組積造の塀については、地域の実情に応じて、
市町村長が耐震診断義務付け対象建築物となる塀の長さ等を規則で定めることができるこ
とに留意すべきである。

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及
市町村耐震改修促進計画においては、四を踏まえ、個々の建築物の所在地を識別可能と

する程度に詳細な地震防災マップの作成について盛り込むとともに、相談窓口の設置、パ
ンフレットの作成・配布、セミナー・講習会の開催、耐震診断及び耐震改修に係る情報提
供等、啓発及び知識の普及に係る事業について定めることが望ましい。特に、地震防災マ
ップの作成及び相談窓口の設置は、全ての市町村において措置されるよう努めるべきであ
る。

また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のため
の啓発活動や危険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に
応じ、町内会や学校等との連携策についても定めるべきである。

ホ 建築基準法による勧告又は命令等の実施
法に基づく指導・助言、指示等について、所管行政庁である市町村は、優先的に実施す

べき建築物の選定及び対応方針、公表の方法等について定めることが望ましい。
また、所管行政庁である市町村は、法第十二条第三項(法附則第三条第三項において準用

する場合を含む。)又は法第十五条第三項の規定による公表を行ったにもかかわらず、建築
物の所有者が耐震改修を行わない場合には、建築基準法第十条第一項の規定による勧告、
同条第二項又は第三項の規定による命令等を実施すべきであり、その実施の考え方、方法
等について定めることが望ましい。

3 計画の認定等の周知
所管行政庁は、法第十七条第三項の計画の認定、法第二十二条第二項の認定及び法第二十

五条第二項の認定について、建築物の所有者へ周知し、活用を促進することが望ましい。なお、
法第二十二条第二項の認定制度の周知に当たっては、本制度の活用は任意であり、表示が付さ
れていないことをもって、建築物が耐震性を有さないこととはならないことについて、建築物
の利用者等の十分な理解が得られるよう留意すべきである。
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（２）建築物の耐震改修の促進に関する法律（抜粋）

発令 平成 7 年 10 月 27 日 法律第 123 号
最終改正 平成 30 年 6 月 27 日 法律第 67 号

第一章 総則
(目的)

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護する
ため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の
向上を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。
(定義)

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。
２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、

修繕、模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。
３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当

該市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をい
う。ただし、建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第九十七条の二第一項又は第九十七条の
三第一項の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物につい
ては、都道府県知事とする。
(国、地方公共団体及び国民の努力義務)

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するた
め、当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又はあ
っせん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を得
るため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとする。

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるものと
する。

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等
(基本方針)

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針(以下
「基本方針」という。)を定めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項
二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項
三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項
四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項
五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築

物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項
３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。
(都道府県耐震改修促進計画)

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修
の促進を図るための計画(以下「都道府県耐震改修促進計画」という。)を定めるものとする。

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標
二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する

事項
三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項
四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に

対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携
に関する事項

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項
３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項

を記載することができる。
一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上

必要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物(地震に対する安全性に係
る建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定(以下「耐震関係規定」という。)に適
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合しない建築物で同法第三条第二項の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。)であ
るもの(その地震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物(以下「耐震不
明建築物」という。)に限る。)について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ること
が必要と認められる場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の
報告の期限に関する事項

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(相当数の建築物が集合
し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定める道
路(以下「建築物集合地域通過道路等」という。)に限る。)の通行を妨げ、市町村の区域を越
える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接す
る通行障害既存耐震不適格建築物(地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路
の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築
物(第十四条第三号において「通行障害建築物」という。)であって既存耐震不適格建築物であ
るものをいう。以下同じ。)について、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改
修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に
接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるもの
に限る。)に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道
路等を除く。)の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とする
ことを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断
及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築
物の敷地に接する道路に関する事項

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律(平成五年法律第五十二号。以下「特定優良賃
貸住宅法」という。)第三条第四号に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部につい
て確保することができない特定優良賃貸住宅(特定優良賃貸住宅法第六条に規定する特定優良
賃貸住宅をいう。以下同じ。)を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である住宅の耐
震改修の実施に伴い仮住居を必要とする者(特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格
を有する者を除く。以下「特定入居者」という。)に対する仮住居を提供することが必要と認
められる場合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機
構(以下「機構」という。)又は地方住宅供給公社(以下「公社」という。)による建築物の耐震
診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及
び耐震改修の実施に関する事項

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、
当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者(所有者以外に権原に基づきその建築物を
使用する者があるときは、その者及び所有者)の意見を聴かなければならない。

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするとき
は、当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、
当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。
(市町村耐震改修促進計画)

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断
及び耐震改修の促進を図るための計画(以下「市町村耐震改修促進計画」という。)を定めるよう
努めるものとする。

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。
一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標
二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事

項
三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項
四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に

対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携
に関する事項

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項
３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を

記載することができる。
一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道

路等に限る。)の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とする
ことを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物について、
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耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる
場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障
害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるものに限る。)に係る耐震診断の結果の報告の
期限に関する事項

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路(建築物集合地域通過道
路等を除く。)の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とする
ことを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断
及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築
物の敷地に接する道路に関する事項

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな
い。

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。
第三章 建築物の所有者が講ずべき措置

(要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務)
第七条 次に掲げる建築物(以下「要安全確認計画記載建築物」という。)の所有者は、当該要安全

確認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果
を、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管行政庁に
報告しなければならない。
一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の

規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限
二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路

に接する通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるものに限る。) 同号の規定に
より都道府県耐震改修促進計画に記載された期限

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接
する通行障害既存耐震不適格建築物(耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建築物
であるものを除く。) 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限

(要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等)
第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又は

虚偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又はその
報告の内容を是正すべきことを命ずることができる。

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、そ
の旨を公表しなければならない。

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該報
告を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認
められるときは、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任
した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき
旨及びその期限までに当該報告をしないときは、所管行政庁又はその命じた者若しくは委任した
者が耐震診断を行うべき旨を、あらかじめ、公告しなければならない。
(耐震診断の結果の公表)

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところに
より、当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、又
は行わせたときも、同様とする。
(通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担)

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省
令で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなけ
ればならない。

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で定
めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければな
らない。
(要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力)

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を
図る必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行うよ
う努めなければならない。
(要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等)

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必要
があると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二
項第三号の技術上の指針となるべき事項(以下「技術指針事項」という。)を勘案して、要安全確
認計画記載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。
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２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認める
ときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をす
ることができる。

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な
理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。
(要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等)

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度に
おいて、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確認計
画記載建築物の地震に対する安全性に係る事項(第七条の規定による報告の対象となる事項を除
く。)に関し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築
物の敷地若しくは要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画記載建築物、
要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることが
できる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければ
ならない。

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな
ければならない。

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな
い。
(特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力)

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの(要安全確認計画記載建築
物であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。)の所有者は、当該特定既存
耐震不適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必要が
あると認められるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなけ
ればならない。
一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他

多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの
二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又

は処理場の用途に供する建築物
三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に

記載された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に
接する通行障害建築物

(特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等)
第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保

するため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項
を勘案して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言を
することができる。

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物(第一号から第三号までに掲げる特定既存
耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政
令で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。)について必要な耐震診断又は耐
震改修が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針
事項を勘案して、必要な指示をすることができる。
一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既

存耐震不適格建築物
二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特

定既存耐震不適格建築物
三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物
四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な
理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定
既存耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に係る
事項に関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物
の敷地若しくは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格建築物、
特定既存耐震不適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることが
できる。

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準
用する。
(一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等)
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第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建築
物の所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐震
不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保する
ため必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘
案して、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をする
ことができる。

第五章 建築物の地震に対する安全性に係る認定等

(建築物の地震に対する安全性に係る認定)
第二十二条 建築物の所有者は、国土交通省令で定めるところにより、所管行政庁に対し、当該建

築物について地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を申請することができる。
２ 所管行政庁は、前項の申請があった場合において、当該申請に係る建築物が耐震関係規定又は

地震に対する安全上これに準ずるものとして国土交通大臣が定める基準に適合していると認め
るときは、その旨の認定をすることができる。

３ 前項の認定を受けた者は、同項の認定を受けた建築物(以下「基準適合認定建築物」という。)、
その敷地又はその利用に関する広告その他の国土交通省令で定めるもの(次項において「広告等」
という。)に、国土交通省令で定めるところにより、当該基準適合認定建築物が前項の認定を受
けている旨の表示を付することができる。

４ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、建築物、その敷地又はその利用に関する広告等に、
同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。

(要耐震改修認定建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等)
第二十七条 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、

要耐震改修認定建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。
２ 所管行政庁は、要耐震改修認定建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めるとき

は、要耐震改修認定建築物の区分所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をするこ
とができる。

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要耐震改修認定建築物の区分所有者が、正当な
理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、要耐
震改修認定建築物の区分所有者に対し、要耐震改修認定建築物の地震に対する安全性に係る事項
に関し報告させ、又はその職員に、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物の敷地若しく
は要耐震改修認定建築物の工事現場に立ち入り、要耐震改修認定建築物、要耐震改修認定建築物
の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準
用する。

附 則

(要緊急安全確認大規模建築物の所有者の義務等)
第三条 次に掲げる既存耐震不適格建築物であって、その地震に対する安全性を緊急に確かめる必

要がある大規模なものとして政令で定めるもの(要安全確認計画記載建築物であって当該要安全
確認計画記載建築物に係る第七条各号に定める期限が平成二十七年十二月三十日以前であるも
のを除く。以下この条において「要緊急安全確認大規模建築物」という。)の所有者は、当該要
緊急安全確認大規模建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、そ
の結果を同月三十一日までに所管行政庁に報告しなければならない。
一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する既存耐

震不適格建築物
二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する既

存耐震不適格建築物
三 第十四条第二号に掲げる建築物である既存耐震不適格建築物

２ 第七条から第十三条までの規定は要安全確認計画記載建築物である要緊急安全確認大規模建
築物であるものについて、第十四条及び第十五条の規定は要緊急安全確認大規模建築物について
は、適用しない。
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３ 第八条、第九条及び第十一条から第十三条までの規定は、要緊急安全確認大規模建築物につい
て準用する。この場合において、第八条第一項中「前条」とあり、並びに第九条及び第十三条第
一項中「第七条」とあるのは「附則第三条第一項」と、第九条中「前条第三項」とあるのは「同
条第三項において準用する前条第三項」と、第十三条第一項中「第八条第一項」とあるのは「附
則第三条第三項において準用する第八条第一項」と読み替えるものとする。

４ 前項において準用する第八条第一項の規定による命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処
する。

５ 第三項において準用する第十三条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、
又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処する。

６ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務
に関し、前二項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても当該
各項の刑を科する。
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（３）建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（抜粋）

発令 平成 7 年 12 月 22 日 政令第 429 号
最終改正 平成 30 年 11 月 30 日 政令第 323 号

(都道府県知事が所管行政庁となる建築物)
第一条 建築物の耐震改修の促進に関する法律(以下「法」という。)第二条第三項ただし書の政令

で定める建築物のうち建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第九十七条の二第一項の規定に
より建築主事を置く市町村の区域内のものは、同法第六条第一項第四号に掲げる建築物(その新
築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定に
より都道府県知事の許可を必要とするものを除く。)以外の建築物とする。

２ 法第二条第三項ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項の規
定により建築主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物(第二号に掲げる建築物に
あっては、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十七の二第一項の規定に
より同号に規定する処分に関する事務を特別区が処理することとされた場合における当該建築
物を除く。)とする。
一 延べ面積(建築基準法施行令(昭和二十五年政令第三百三十八号)第二条第一項第四号に規定

する延べ面積をいう。)が一万平方メートルを超える建築物
二 その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条(同法第八十

七条第二項及び第三項において準用する場合を含む。)(市町村都市計画審議会が置かれている
特別区にあっては、卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に係る部分に限る。)並びに同
法以外の法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都知事の許可を必要とする建築
物

(通行障害建築物の要件)
第四条 法第五条第三項第二号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。

一 そのいずれかの部分の高さが、当該部分から前面道路の境界線までの水平距離に、次のイ又
はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める距離(これによることが不適
当である場合として国土交通省令で定める場合においては、当該前面道路の幅員が十二メート
ル以下のときは六メートルを超える範囲において、当該前面道路の幅員が十二メートルを超え
るときは六メートル以上の範囲において、国土交通省令で定める距離)を加えた数値を超える
建築物(次号に掲げるものを除く。)
イ 当該前面道路の幅員が十二メートル以下の場合 六メートル
ロ 当該前面道路の幅員が十二メートルを超える場合 当該前面道路の幅員の二分の一に相

当する距離
二 その前面道路に面する部分の長さが二十五メートル(これによることが不適当である場合と

して国土交通省令で定める場合においては、八メートル以上二十五メートル未満の範囲におい
て国土交通省令で定める長さ)を超え、かつ、その前面道路に面する部分のいずれかの高さが、
当該部分から当該前面道路の境界線までの水平距離に当該前面道路の幅員の二分の一に相当
する距離(これによることが不適当である場合として国土交通省令で定める場合においては、
二メートル以上の範囲において国土交通省令で定める距離)を加えた数値を二・五で除して得
た数値を超える組積造の塀であって、建物(土地に定着する工作物のうち屋根及び柱又は壁を
有するもの(これに類する構造のものを含む。)をいう。)に附属するもの

(要安全確認計画記載建築物に係る報告及び立入検査)
第五条 所管行政庁は、法第十三条第一項の規定により、要安全確認計画記載建築物の所有者に対

し、当該要安全確認計画記載建築物につき、当該要安全確認計画記載建築物の設計及び施工並び
に構造の状況に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該要安全確認計画記載
建築物の耐震診断及び耐震改修の状況(法第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。)に
関し報告させることができる。

２ 所管行政庁は、法第十三条第一項の規定により、その職員に、要安全確認計画記載建築物、要
安全確認計画記載建築物の敷地又は要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、当該要安
全確認計画記載建築物並びに当該要安全確認計画記載建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設
計図書その他の関係書類を検査させることができる。
(多数の者が利用する特定既存耐震不適格建築物の要件)

第六条 法第十四条第一号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。
一 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設
二 診療所
三 映画館又は演芸場
四 公会堂
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五 卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗
六 ホテル又は旅館
七 賃貸住宅(共同住宅に限る。)、寄宿舎又は下宿
八 老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの
九 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの
十 博物館、美術館又は図書館
十一 遊技場
十二 公衆浴場
十三 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの
十四 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗
十五 工場
十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合

いの用に供するもの
十七 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設
十八 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物

２ 法第十四条第一号の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当
該各号に定める階数及び床面積の合計(当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の
合計をいう。以下この項において同じ。)とする。
一 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計五百平方メートル
二 小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程若しくは特別支援学校(以下「小

学校等」という。)、老人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げる建築物(保育所を除く。)
階数二及び床面積の合計千平方メートル

三 学校(幼稚園、小学校等及び幼保連携型認定こども園を除く。)、病院、劇場、観覧場、集会
場、展示場、百貨店、事務所又は前項第一号から第七号まで若しくは第十号から第十八号まで
に掲げる建築物 階数三及び床面積の合計千平方メートル

四 体育館 階数一及び床面積の合計千平方メートル
３ 前項各号のうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法第十四条第一号の

政令で定める規模は、同項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞ
れ当該各号に定める階数及び床面積の合計に相当するものとして国土交通省令で定める階数及
び床面積の合計とする。
(危険物の貯蔵場等の用途に供する特定既存耐震不適格建築物の要件)

第七条 法第十四条第二号の政令で定める危険物は、次に掲げるものとする。
一 消防法(昭和二十三年法律第百八十六号)第二条第七項に規定する危険物(石油類を除く。)
二 危険物の規制に関する政令(昭和三十四年政令第三百六号)別表第四備考第六号に規定する可

燃性固体類又は同表備考第八号に規定する可燃性液体類
三 マッチ
四 可燃性のガス(次号及び第六号に掲げるものを除く。)
五 圧縮ガス
六 液化ガス
七 毒物及び劇物取締法(昭和二十五年法律第三百三号)第二条第一項に規定する毒物又は同条第

二項に規定する劇物(液体又は気体のものに限る。)
２ 法第十四条第二号の政令で定める数量は、次の各号に掲げる危険物の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める数量(第六号及び第七号に掲げる危険物にあっては、温度が零度で圧力が一気圧
の状態における数量とする。)とする。
一 火薬類 次に掲げる火薬類の区分に応じ、それぞれに定める数量

イ 火薬 十トン
ロ 爆薬 五トン
ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 五十万個
ニ 銃用雷管 五百万個
ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は電気導火線 五万個
ヘ 導爆線又は導火線 五百キロメートル
ト 信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 二トン

せん

チ その他の火薬又は爆薬を使用した火工品 当該火工品の原料となる火薬又は爆薬の区分
に応じ、それぞれイ又はロに定める数量

二 消防法第二条第七項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第三の類別の欄に
掲げる類、品名の欄に掲げる品名及び性質の欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指定数量
の欄に定める数量の十倍の数量

三 危険物の規制に関する政令別表第四備考第六号に規定する可燃性固体類 三十トン
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四 危険物の規制に関する政令別表第四備考第八号に規定する可燃性液体類 二十立方メート
ル

五 マッチ 三百マッチトン
六 可燃性のガス(次号及び第八号に掲げるものを除く。) 二万立方メートル
七 圧縮ガス 二十万立方メートル
八 液化ガス 二千トン
九 毒物及び劇物取締法第二条第一項に規定する毒物(液体又は気体のものに限る。) 二十トン
十 毒物及び劇物取締法第二条第二項に規定する劇物(液体又は気体のものに限る。) 二百トン

３ 前項各号に掲げる危険物の二種類以上を貯蔵し、又は処理しようとする場合においては、同項
各号に定める数量は、貯蔵し、又は処理しようとする同項各号に掲げる危険物の数量の数値をそ
れぞれ当該各号に定める数量の数値で除し、それらの商を加えた数値が一である場合の数量とす
る。
(所管行政庁による指示の対象となる特定既存耐震不適格建築物の要件)

第八条 法第十五条第二項の政令で定める特定既存耐震不適格建築物は、次に掲げる建築物である
特定既存耐震不適格建築物とする。
一 体育館(一般公共の用に供されるものに限る。)、ボーリング場、スケート場、水泳場その他

これらに類する運動施設
二 病院又は診療所
三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場
四 集会場又は公会堂
五 展示場
六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗
七 ホテル又は旅館
八 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの
九 博物館、美術館又は図書館
十 遊技場
十一 公衆浴場
十二 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するもの
十三 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗
十四 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待合

いの用に供するもの
十五 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設で、一般公共の用に供

されるもの
十六 保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物
十七 幼稚園、小学校等又は幼保連携型認定こども園
十八 老人ホーム、老人短期入所施設、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの
十九 法第十四条第二号に掲げる建築物

２ 法第十五条第二項の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当
該各号に定める床面積の合計(当該各号に掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の合計をい
う。以下この項において同じ。)とする。
一 前項第一号から第十六号まで又は第十八号に掲げる建築物(保育所を除く。) 床面積の合計

二千平方メートル
二 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 床面積の合計七百五十平方メートル
三 小学校等 床面積の合計千五百平方メートル
四 前項第十九号に掲げる建築物 床面積の合計五百平方メートル

３ 前項第一号から第三号までのうち二以上の号に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法
第十五条第二項の政令で定める規模は、前項の規定にかかわらず、同項第一号から第三号までに
掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同項第一号から第三号までに定める床面積の合計に相当す
るものとして国土交通省令で定める床面積の合計とする。

附 則
(地震に対する安全性を緊急に確かめる必要がある大規模な既存耐震不適格建築物の要件)

第二条 法附則第三条第一項の政令で定める既存耐震不適格建築物は、次の各号に掲げる要件のい
ずれにも該当するものとする。
一 第八条第一項各号に掲げる建築物であること。ただし、同項第十九号に掲げる建築物(地震

による当該建築物の倒壊により当該建築物の敷地外に被害を及ぼすおそれが大きいものとし
て国土交通大臣が定める危険物を貯蔵し、又は処理しようとするものに限る。)にあっては、
その外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離が、当該危険物の区分に応じ、国
土交通大臣が定める距離以下のものに限る。
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二 次のイからヘまでに掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該イからヘまでに定める階数及
び床面積の合計(当該イからヘまでに掲げる建築物の用途に供する部分の床面積の合計をいう。
以下この項において同じ。)以上のものであること。
イ 第八条第一項第一号から第七号まで又は第九号から第十六号までに掲げる建築物(体育館

(一般公共の用に供されるものに限る。ロにおいて同じ。)を除く。) 階数三及び床面積の
合計五千平方メートル

ロ 体育館 階数一及び床面積の合計五千平方メートル
ハ 第八条第一項第八号又は第十八号に掲げる建築物(保育所を除く。) 階数二及び床面積の

合計五千平方メートル
ニ 幼稚園、幼保連携型認定こども園又は保育所 階数二及び床面積の合計千五百平方メート

ル
ホ 小学校等 階数二及び床面積の合計三千平方メートル
ヘ 第八条第一項第十九号に掲げる建築物 階数一及び床面積の合計五千平方メートル

三 第三条に規定する建築物であること。
２ 前項第二号イからホまでのうち二以上に掲げる建築物の用途を兼ねる場合における法附則第

三条第一項の政令で定める既存耐震不適格建築物は、前項の規定にかかわらず、同項第一号及び
第三号に掲げる要件のほか、同項第二号イからホまでに掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同
号イからホまでに定める階数及び床面積の合計以上のものであることに相当するものとして国
土交通省令で定める要件に該当するものとする。
(要緊急安全確認大規模建築物に係る報告及び立入検査)

第三条 第五条の規定は、要緊急安全確認大規模建築物について準用する。この場合において、同
条中「法第十三条第一項」とあるのは「法附則第三条第三項において準用する法第十三条第一項」
と、同条第一項中「法第七条」とあるのは「法附則第三条第一項」と読み替えるものとする。
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（４）建築基準法（抜粋）
発令 昭和 25 年 5 月 24 日 法律第 201 号

最終改正 令和 2 年 6 月 10 日 法律第 43 号

(適用の除外)
第三条 この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定は、次の各号のいずれかに該当す

る建築物については、適用しない。
２ この法律又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の施行又は適用の際現に存する建築物
若しくはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物若しくはその敷地がこ
れらの規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合においては、当該建
築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分に対しては、当該規定は、適用しない。

(著しく保安上危険な建築物等の所有者等に対する勧告及び命令)
第十条 特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、

構造又は建築設備(いずれも第三条第二項の規定により次章の規定又はこれに基づく命令若
しくは条例の規定の適用を受けないものに限る。)について、損傷、腐食その他の劣化が進
み、そのまま放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあ
ると認める場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、
相当の猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、
使用制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを勧告することができる。

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらな
かつた場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付
けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備(いずれ
も第三条第二項の規定により次章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用
を受けないものに限る。)が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認め
る場合においては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の
猶予期限を付けて、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用
制限その他保安上又は衛生上必要な措置をとることを命ずることができる。

４ 第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項の場合に準
用する。
(報告、検査等)

第十二条 第六条第一項第一号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要であるも
のとして政令で定めるもの(国、都道府県及び建築主事を置く市町村が所有し、又は管理する
建築物(以下この項及び第三項において「国等の建築物」という。)を除く。)及び当該政令で定
めるもの以外の特定建築物(同号に掲げる建築物その他政令で定める建築物をいう。以下この
条において同じ。)で特定行政庁が指定するもの(国等の建築物を除く。)の所有者(所有者と管
理者が異なる場合においては、管理者。第三項において同じ。)は、これらの建築物の敷地、
構造及び建築設備について、国土交通省令で定めるところにより、定期に、一級建築士若しく
は二級建築士又は建築物調査員資格者証の交付を受けている者(次項及び次条第三項において
「建築物調査員」という。)にその状況の調査(これらの建築物の敷地及び構造についての損傷、
腐食その他の劣化の状況の点検を含み、これらの建築物の建築設備及び防火戸その他の政令で
定める防火設備(以下「建築設備等」という。)についての第三項の検査を除く。)をさせて、そ
の結果を特定行政庁に報告しなければならない。

（５）建築基準法施行令（抜粋）
発令 昭和 25 年 11 月 16 日 政令第 338 号

最終改正 令和 2 年 9 月 4 日 政令第 268 号

第三節の六 勧告の対象となる建築物
第十四条の二 法第十条第一項の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。

一 法別表第一(い)欄に掲げる用途に供する特殊建築物のうち階数が三以上でその用途に供する
部分の床面積の合計が百平方メートルを超え二百平方メートル以下のもの

二 事務所その他これに類する用途に供する建築物(法第六条第一項第一号に掲げる建築物を除
く。)のうち階数が五以上で延べ面積が千平方メートルを超えるもの
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